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昨年度の検討結果報告

資料－1
第7回 港湾工事における二酸化炭素

排出量削減に向けた検討WG

国土交通省 港湾局 技術企画課
国土交通省 国土技術政策総合研究所 港湾情報化支援センター



検討WG 審議・報告内容
第4回検討WG
【日時】令和4年8月31日10:00～
【場所】港湾空港総合技術センター

• これまでの検討経緯と今年度の検討方針
• 港湾工事における二酸化炭素排出量削減に資する取組について

第5回検討WG
【日時】令和4年11月30日15:00～
【場所】TKP新橋カンファレンスセンター

• 第４回WGにおける主なご意見と回答・対応方針について
• 日本全国の港湾工事における二酸化炭素排出量の算定について

港湾工事における二酸化炭素排出量の工事発注時と施工完了
時の比較について

• 二酸化炭素排出量削減に向けた今後の取組方針について
第6回検討WG
【日時】令和5年2月16日10:00～
【場所】港湾空港総合技術センター

• 第5回WGにおける主なご意見と回答・対応方針について
• 日本全国の港湾工事における二酸化炭素排出量の算定結果
• 港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（施工段

階編（試行工事用））について
• 港湾工事における脱炭素化に向けた今後の取組の方向性について

１．昨年度の検討結果

1

令和４年度の検討WGの審議・報告内容

カーボンニュートラルに向けた、港湾工事におけるCO2排出量削減の目標値・工程・具体
的対策検討のための基礎資料として、日本全国の港湾工事におけるCO2排出量を算定し、
本年11月に「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（（施工段階編）
（試行工事用））」を策定した。
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日本全国の港湾工事におけるCO2排出量算定
１．昨年度の検討結果①

【１】外郭施設 ①護岸
②消波ブロック被覆堤
③直立堤・混成堤
④傾斜堤

【２】係留施設 ①重力式岸壁
②桟橋
③矢板式岸壁
④ジャケット式桟橋
⑤セル式岸壁

【３】水域施設 ①航路・泊地浚渫
【４】臨港交通施設 ①橋梁

• 林ら（2013年）を参考に、2020年度に契約した直轄港湾工事（計588工事）を、次
の施設に区分。なお、平面道路・沈埋トンネルは2020年度の契約実績が無いため省略。

• 排出量の算定結果は、国総研資料1249号として本年8/31に公開した。

外郭施設

護岸 重力式岸壁と同等と仮定
消波ブロック被覆堤 水深15m、延長18m（1函）
直立堤・混成堤 水深15m、延長18m（1函）
傾斜堤 混成堤と同等と仮定

係留施設

重力式岸壁 水深15m、延長18m（1函）
桟橋 水深12m、延長30m（1ブロック）
矢板式岸壁 水深10m、延長18m（控え杭間隔）
ジャケット式桟橋 水深16m、延長150m（1基）、運搬距離50km
セル式岸壁 矢板式岸壁と同等と仮定

水域施設 航路・泊地 浚渫面積30,200m2、浚渫土量49,300m3

臨港交通施設

平面道路 幅員8m、延長260m
橋梁 PC箱桁、橋台1基、橋脚4基、延長220m
沈埋トンネル 延長80m（1函）、運搬距離50km

（参照：林ら（2013年）※）

※林友弥，鈴木武，工藤英輝：港湾整備事業による二酸化炭素排出量の全国推計，
土木学会論文集B3(海洋開発)，Vol.69，No.2，pp.I_586-I_591，2013.
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１．昨年度の検討結果②
2020年度の港湾工事におけるCO2排出量の全国推計の結果
施設区分 構造形式

CO2排出係数

[t-CO2/億円]
工事費
[億円]

CO2排出量

[t-CO2]

燃料の燃焼(陸上
機械)[t-CO2]

燃料の燃焼(海上
機械)[t-CO2]

材料の製造等
[t-CO2]

CO2排出量(2010

年度)[t-CO2]
護岸 330 259.5 85,635 640 18,334 66,661 170,239
消波ブロック
被覆堤

466 293.4 136,578 2,730 8,327 125,520 143,497

直立堤 2,145
混成堤 438 124.4 54,487 1,218 4,779 48,491 55,083
傾斜堤 512 5.0 2,560 101 159 2,300 277
重力式岸壁 279 522.6 145,544 8,450 35,385 101,709 84,635
桟橋 336 127.2 42,676 6,875 1,868 33,933 68,784
矢板式岸壁 633 167.1 105,691 2,904 2,133 100,653 27,154
ジャケット式
桟橋

203 38.8 7,876 586 1,822 5,468 31,477

セル式岸壁 308 66.1 20,359 724 3,654 15,982 84,909
水域施設 航路・泊地 234 416.9 97,346 1,924 84,793 10,630 153,535

平面道路 1,606
橋梁 400 19.3 7,720 825 178 6,814 123,660
沈埋トンネル 22,528

2040.3 706,472 26,976 161,431 518,161 969,529合計

外郭施設

係留施設

臨港交通施設
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１．昨年度の検討結果③
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１．昨年度の検討結果④
（１）建設産業全体に対する港湾工事のCO2排出量の比率について
• 公共土木分野における年間CO2排出量(※)は、建設段階1,666万トン（内SCOPE1及び

2：611万トン、SCOPE3：1,055万トン）、維持管理段階837万トン本検討において算定し
た直轄港湾工事におけるCO2排出量は、年間70.6万トンであり、公共土木分野の建設段階の
排出量の約4.3％に相当

※社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会第29 回技術部会
：資料4(国土交通省のインフラ分野におけるカーボンニュートラルに向けた取組)，14p.，2022.
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１．昨年度の検討結果⑤

SCOPE1 SCOPE2 SCOPE３
27％（合計）
4%（陸上機械）
23％（海上機械）

0％ 73％

（２）施設区分・構造形式ごとのCO2排出量の比較（SCOPE１・２・３に区分）
・SCOPEの区分で見ると航路・泊地を除きSCOPE3の占める割合が多い
・係留施設が全体の約46％を占める

※工事発注段階の情報では
SCOPE 2を算定すること
が難しいため，本推計では
SCOPE 2を算定対象から
除外している

二酸化炭素排出量（年間70.6 万トン）におけるSCOPE 1, 2, 3 の割合
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２． 「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン((施工段階編)(試行工事用))」について

目次構成
第1章 総論

1.1 ガイドラインの概要
1.2 関連するマニュアル、ガイドライン等

第2章 CO2排出量削減試行工事におけるCO2排出量の算定対象及び算出方法
2.1 CO2排出量削減試行工事におけるCO2排出量算定の基本的考え方
2.2 CO2排出量の算定対象
2.3 CO2排出量の算定方法
2.4 算定結果の整理
2.5 算定結果の検証および報告

第3章 二酸化炭素排出量削減に資する対策
3.1 使用する作業船、建設機械の稼働における対策
3.2 使用する電力における対策
3.3 使用する材料における対策
3.4 港湾構造物によるCO2吸収

第4章 今後の取組み

参考文献
参考-1 算定事例の概要
参考-2 算定事例の結果（工事発注時）
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２． 第1章 総論
「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（施工段階編（試行工事用））」

（以下「本ガイドライン」という。）は、CO2排出量削減試行工事において、施工段階における
CO2排出量の削減効果を定量的に評価する際の基本的な考え方を示すものである。

CO2排出量の算定を行う場面毎の算定主体及び方法、データ取得の容易性

□：施工段階編のガイドラインは赤枠内を対象とするものであるが、本ガイドラインは試行工事に特化したものであるため、詳細な
施工条件や施工実績に基づく算定は、CO2排出量削減の提案（試行工事の内容）に関連する項目のみを対象とする。

CO2排出量の算定を行う場面 主な算定主体 想定される算定方法 データ取得の容易性

計画段階
整備計画（構造
物の配置、種類
等）の検討

国、港湾管理者
等

構造物あたりのCO2排出量

(○○ｔ-CO2/構造物)の概略
値を活用

構造物毎のCO2排出原単位
の整備が必要

設計段階
構造形式や主要
諸元等の検討

国、港湾管理者、
設計者等

工種あたりのCO2排出量(△△

ｔ-CO2/工種)の概略値を活用
工種毎のCO2排出原単位の
整備が必要

施
工
段
階

工事発注段階
施工方法や材料
の種類等の検討

国、港湾管理者
等

工事積算に基づき、材料の製
造や機械の稼働によるCO2排
出量を合算

一部のデータの取得が困難
なものの、比較的充実

工 事 実 施 段 階
（実施前）

材料等の調達先
の選定、詳細な
施工条件の検討

施工者等
詳細な施工条件や調達条件
に基づき必要に応じて算定

詳細なデータを多く取得可能

工 事 実 施 段 階
（実施後）

工事実施後の実
績に基づく事後
評価等

施工者等 施工実績に基づき算定
実績により実態を反映した
データを取得可能
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２．第2章 CO2排出量削減試行工事におけるCO2排出量の算定対象及び算出方法

CO2排出量削減試行工事において、工事受注者はCO2排出量削減方策を提案し、その
削減効果を定量的に評価するものとする。ただし、工事全体のCO2排出量は、工事発注者が
工事発注段階の条件で算定し、その結果を工事受注者へ提供するものとする。

発注者が、工事発注段階の条件で工事全体の
CO2排出量を算定し、その結果を受注者へ提供

受注者がCO2排出量削減方策を検討し、
CO2排出量削減工事実施計画書（仮称）を作成して、

削減方策の実施前に発注者へ提出

実施計画書（仮称）の内容については契約変更の
対象とし、協議により費用を計上

受注者は、CO2排出量削減効果を検証するために必要となる
機械稼働や施工数量等の実績値を、施工中に記録・保存

工事契約

施工完了後に受注者は、機械稼働や施工数量等の実績値に
基づいてCO2排出量削減効果を検証し、発注者に報告

CO2排出量削減試行工事の実施フロー
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２．第2章 CO2排出量削減試行工事におけるCO2排出量の算定対象及び算出方法

本ガイドラインでは、工事受注者が提案するCO2排出量削減方策の削減効果を定量的に
評価できるように、施工段階でのデータ取得可否を踏まえ、二酸化炭素排出量の算定対象を
設定するものとする。

工事発注段階および工事実施段階におけるCO2排出量の算定対象

※工事受注者の排出量削減の提案に関連する場合のみ算定。排出量削減の提案に関連しない場合、 工事受注者による算定
は不要。

CO2排出源 排出活動
発注段階
算定対象

実施段階
算定対象

①機械稼働

①-1 燃料の燃焼 ○ ○※

①-2 燃料の運搬 × ×

①-3 燃料の生産 ○ ○※

②材料 材料の製造 ○ ○※

③運搬

③-1 材料、仮設材、
建設機械、作業船の
運搬

回航・えい航費を計上する作業船、運搬費を積上
げ積算(貨物自動車による運搬の場合)で計上す
る建設機械、運搬費を積上げ精算で計上する材
料及び仮設材

○ ○※

材料、回航・えい航費を計上しない作業船、運搬
費が共通仮設費率に含有又は積上げ積算（分
解・組立が必要な場合）で計上される建設機械、
運搬費が共通仮設費率に含有される仮設材

× 〇※

③-2 車両や施設等の製造、維持修理等 × ×

④関連活動 現場事務所の運営に必要な電力の発電、従業員の通勤等 × 〇※

⑤廃棄物
⑤-1 廃棄物の運搬

積算において運搬距離が明らかな廃棄物 ○ ○※

上記以外の廃棄物 × ×

⑤-2 廃棄物の処理 × ×

⑥仮設材減耗等 仮設材の製造、維持修理等 × ×

⑦機械減耗等 建設機械及び作業船の製造、維持修理等 × ×
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２．第2章 CO2排出量削減試行工事におけるCO2排出量の算定対象及び算出方法

CO2排出量削減試行工事において、施工段階におけるCO2排出量の削減効果を算定す
る方法は、算定ガイドライン（発注段階編）に準じて行うものとする。ただし、CO2排出原単
位が不明なものは、その設定根拠が分かる資料を実施計画書に添付するものとする。

CO2排出量の算定方法

CO2排出量削減試行工事において、工事受注者が提案するCO2排出量削減方策の排出
量削減効果の算定結果は、実施計画書に記載・整理するものとする。

算定結果の整理

工事受注者は、CO2排出量削減効果を検証するために必要となる機械稼働や施工数量
等の実績値を、施工中に適切に記録・保存し、施工完了後にCO2排出量削減効果を検証
して、工事発注者に報告するものとする。

算定結果の検証および報告
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２． 第3章 二酸化炭素排出量削減に資する対策
CO2排出量削減方策としては、港湾工事におけるCO2排出量の削減と港湾構造物による

CO2吸収の2つが考えられ、さらに前者は、建設機械・作業船の稼働に由来するCO2排出量
の削減、材料・仮設材・建設機械・作業船・廃棄物の運搬に由来するCO2排出量の削減、
電力の発電に由来するCO2排出量の削減、材料の製造に由来するCO2排出量の削減に区
分することができる。

Scope３（Scope１、２以外の間接排出）

Scope１（直接排出）

Scope２（エネルギー起源の間接排出）

港湾工事
における
CO２

排出量
の削減

港湾構造物
によるCO２吸収

港湾構造物の建設に関
連する主な活動※１ 方法論 考えられる具体策

仮設材・建設機械・作
業船・廃棄物の運搬

建設機械・作業船の
稼働

単位燃料あたりの
排出量削減

燃料消費量削減
に伴う排出量削減

工事中の
燃料消費量削減

待機中の
燃料消費量削減

燃料転換 GTL燃料の使用
水素・アンモニア燃料の使用

作業船のハイブリッド化・蓄電システムの導入
作業船の高効率化
陸電供給施設からの電力供給

※2 準用可能な活動

電力の発電 現場で使用する電力
由来の排出量の削減

消費電力削減
再生可能エネルギー
の導入

電力会社からの調達
ソーラーパネル等現場での自家消費型エネルギーの導入

現場事務所の節電

材料の製造 材料製造由来の排
出量削減

セメント置換型コンクリートをはじめとした低炭素型材料の
活用

低炭素型素材への
転換

ブルーカーボン生態系
による吸収

CO2吸収型材料の
活用

生物共生型構造物
の普及

構造物の材料による
吸収

藻類が付着しやすい材料や構造上の対応

CO2吸収型コンクリートの活用

添加剤の使用

仮設材・建設機械・作
業船・廃棄物の運搬

※2

※1 「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（施工段階編）」において算定対象とすることを予定しているCO2排出源を抽出
※2 仮設材・建設機械・作業船・廃棄物の運搬については、Scope1もしくはScope3のいずれかに分類される

現時点で想定されるCO2排出量削減方策の体系
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第７回 港湾工事における二酸化炭素
排出量削減に向けた検討WG



１．今年度の検討方針

※検討の進捗状況により変更の可能性あり

• 港湾工事におけるCO2排出量削減目標達成に向けたロードマップを作成するため、関係団体や
メーカー等へ低炭素型材料等の港湾工事への活用事例、コスト等についてヒアリングを実施。

• 作成したロードマップ、ヒアリング結果等を基に、港湾工事のCO2排出量削減に向けた長期的な
対応案の実施に係る具体的な費用の算定及び取り組みの実現可能性について検討。

• ガイドライン（設計段階編）の作成のため、基本設計段階で使用できる簡便なCO2排出量
算定手法について検討。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 ２～３年後

CO２削減検討WG

１ 排出量の算定手法の
整備・傾向把握

２ 削減効果の可視化

３ 削減方策の検討・実行

４ 設計の考え方

ガイドライン（発注段階編）の
作成

今後の方向性の検討

全国の直轄港湾工事
の排出量の算定

ガイドライン（施工
段階編（試行工事用）
の作成

先行的に着手可能な取組について試行工事を開始

ガイドライン（設計段階編）
の検討



計画

工事実施

コスト：約〇△円
CO2  ：約×〇t

コスト：約△〇円
CO2  ：約〇× t

CO2算定
ガイドライン
発注段階

CO2算定
ガイドライン
設計段階

設計時におけるCO2削減方策の検討に活用

データ蓄積に
よる工種別・
構造物別の
概算CO2
排出量の
算定方法の
検討

低炭素技術の算定ルールの作成により削減効果を算定
具体的な削減方法についても検討

CO2算定
ガイドライン
施工段階

工種①
（従来工法）

工種①
低酸素技術

削減
効果

排出量:X%削減

without

with

準備 工種①
（従来工法） 工種② 後片付

け等

工種①でX%減

工種①
低炭素技術 工種② 後片付

け等準備
工事全体で
Z%削減

低炭素技術の工事全体における効果推定に活用

CO2排出量
実績

過去工事等で
の検証に基づく
ガイドラインの
改訂

設計

工事発注

１．今年度の検討方針



＜検討WGで議論いただきたい論点＞
【第７回 検討WG（今回）】
① 港湾工事におけるCO2排出量削減目標達成に向けたロードマップの

作成方針について
② 港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン

（設計段階編）の作成方針について

【第８回 検討WG】
① 港湾工事におけるCO2排出量削減目標達成に向けたロードマップ

（案）について
② 港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン

（設計段階編）の骨子について

【第９回 検討WG】
① 長期的な対応案の実施に係る具体的な費用の算定及び取り組みの

実現可能性について
② 港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン

（設計段階編）（案）について

１．今年度の検討方針
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港湾工事のカーボンニュートラルに向けた
ロードマップの作成について
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第７回 港湾工事における二酸化炭素
排出量削減に向けた検討WG



意見 対応

港湾工事におけるCO2の削減は「発注者として考えるべき取組み」
と、「受注者が工夫して実施する取組み」に分けて議論すべき

令和4年12月から、協議の上、発注者が仕様を指定する試行工事
（作業船の陸電供給によるCO2排出量削減試行工事）と、受注者の
創意工夫を評価する試行工事（港湾カーボンニュートラル普及促進
試行工事）を実施。

試行工事を行う場合は、「費用が要するもの」と「直ちにできるも
の」との分けて考えてほしい。

最終的に材料関係はサプライと費用が課題となるが、まずは使える
という確証を研究で得ることが必要。

今年度、関係業界団体にヒアリングを行ってフィージビリティ―を
確認していく。また港空研等とも連携して、必要な研究開発を進め
る。

材料については港湾で使用する材料として最低限の仕様を製造業界
に伝えたうえで、カーボンニュートラルの素材を作って頂き、優先
的に調達することになるものと考える。

GTL燃料の使用についてはメーカーの補償対象外となっていること、
供給体制が確立されていないことの２点が課題。エンジンメーカー、
燃料サプライヤー、発注者も含めて意見交換をしていくことが必要。

GTL燃料の使用も含めて新たな燃料の使用の可能性について、エン
ジンメーカー、燃料サプライヤーと意見交換を行ってまいりたい。

ソーラーパネルの設置や、ブルークレジットの購入など手軽に出来
る取組みも促進してほしい。

令和4年12月から開始する「港湾カーボンニュートラル普及促進試
行工事」で受注者の創意工夫で実施する取組みを評価する。

第６回WGでの「今後の取組の方向性」に関する意見と対応（１／３）

1



意見 対応

ボリュームゾーンを狙って削減を進める試行工事を行うと良い。

まずSCOPE1の最大排出源である作業船のCO2削減方策に注目し、
「作業船脱炭素化へのロードマップ」を示した上で、この実現に必
要な事項を整理する。

SCOPE1,2だけで削減を目指すのか、SCOPE３まで含めて削減を頑
張るのかよく考える必要がある。CNPではSCOPE3まで入れると難
しいという観点で議論が進んでいる。

工事そのものからの排出量を削減し、その上で可能な限り再生可能
エネルギーであったり、低炭素素材を利用することが基本的な進め
方と考える。

海外の先進的な調達方法を参考にするとよい。 海外の事例の調査した上で、日本国内の港湾工事の適用可能性につ
いて検討する。

将来的に維持管理の分野についてもカーボンニュートラルをどのよ
うに展開するかビジョンが必要。

まずは直轄港湾工事のカーボンニュートラルの考え方を確立し、こ
れを基本として維持管理分野のカーボンニュートラル推進方策を検
討する。

第６回WGでの「今後の取組の方向性」に関する意見と対応（２／３）
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意見 対応

2030年を見た時に今ある材料で今できるエネルギーを使用するしか
ない。メニューとしてはこの程度になる。

2050年については政府計画との整合性との観点から、「カーボン
ニュートラル」を目標として置くこととし、その境界及び単位につ
いては、さらに議論を深める。
2030年の目標については、当面可能な対策による効果を把握した上
で削減目標量を設定することが必要。
今年度については「対策の効果の把握の仕方」について論点をまと
める。

目標を設定する上で、「カーボンニュートラルを達成すべき境界」
について整理が必要。試行工事１件単位ではなく試行プロジェクト
という考え方があってもよい。

工事単独でカーボンニュートラルを行おうと考えても無理がある。
港湾の整備によりモーダルシフトが促進され、輸送に伴うCO2が減
少することから工事でCO2が増えてもOKであるというストーリーに
しておく必要がある。

他の分野と同様に2050年ゼロという目標を置いたうえで。当面何が
できるかを考えて、できることをしっかりやっていくことが大切。

工事からの二酸化炭素排出量は工事量で変動するので、港湾工事の
額も想定しなくてはならず難しい。1億円当たりの排出量目標や
SCOPE1,2に特化した取組の目標を立てることも考えて、中長期的
な目標や港湾工事における目標を考えた方が良い。

第６回WGでの「今後の取組の方向性」に関する意見と対応（３／３）
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直轄港湾工事から排出されるCO2は2020年度で約70万トンと推計。
作業船に由来のCO2排出量が全体の22％を占める。
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直轄港湾工事からのCO2排出量
【2020年度】(t-CO2)

作業船の燃料消費に由来

16万トン／年

陸上機械等の燃料消費に由来

3万トン／年

材料（鋼材、セメント等）の
製造等に由来

52万トン／年

港湾工事から排出されるCO2排出量

Scope1

Scope3
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Scope３（Scope１、２以外の間接排出）

港湾工事における脱炭素化に向けた今後の取組の方向性（素案）

Scope１（直接排出）

Scope２（エネルギー起源の間接排出）

港湾工事
における

CO２

排出量
の削減

港湾構造物
によるCO２吸収

2050年カーボンニュートラル

港湾工事における目標
港湾構造物の建設に
関連する主な活動※１

方法論 考えられる具体策 実装に向けた課題 取組の方向性

仮設材，建設機械・作
業船・廃棄物の運搬

建設機械・作業船の
稼働

単位燃料あたりの
排出量削減

燃料消費量削減
に伴う排出量削減

工事中の
燃料消費量削減

待機中の
燃料消費量削減

燃料転換

GTL燃料の使用

水素・アンモニア燃料
の使用

作業船のハイブリッド化・
蓄電システムの導入

作業船の高効率化

陸電供給施設からの
電力供給

• エンジン対応状況の確認
• 燃料供給体制の確立

• 水素・アンモニア燃料に対応
した作業船の開発

• 供給体制の確立

• 高額な設備投資

• 制御技術の確立
• 関係諸制度の整備

• 使用状況に応じた効果把握
• 陸電供給施設の未整備

※２ 準用可能な活動

• 技術的動向及び市場動向を把握【早期】
• 試行工事の検討【中期】

• 技術的動向及び市場動向の把握【早期】
• 官民が協調できる領域について連携した研究開発
の構築【中期】

・設備投資への支援策の検討【早期】

• i-Constructionの推進【継続】
• 技術上、制度上の課題整理【早期】

• 効果や実務上の課題を検証を目的とした試行工事
の実施【令和５年１２月以降取組予定】

※１ 「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（施工段階編）」において算定対象とすることを予定しているCO2排出源を抽出
※２ 仮設材・建設機械・作業船・廃棄物の運搬については、Scope1もしくはScope3のいずれかに分類される。

電力の発電
現場で使用する電
力由来の排出量の
削減

消費電力削減

再生可能エネル
ギーの導入

電力会社からの調達

ソーラーパネル等現場で
の自家消費型エネルギー
の導入

現場事務所の節電

• 実績が少ない
• 工事成績点への加点など施工業者の動機付けを目
的とした試行工事の実施【令和５年１２月以降取組
予定】

2030年度に温室効果ガスを2013年から46％削減政府目標

WGの議論を踏まえて設定

材料の製造
材料製造由来の排
出量削減

セメント置換型コンクリー
トをはじめとした低炭素型
材料の活用

低炭素型素材への
転換

• 供給体制の確立
• 港湾工事への適用性の確認

• 技術的動向及び市場動向の把握【早期】
• 低炭素型材料の適用性確認を目的とした試行工事
の検討【早期～中期】

ブルーカーボン生態
系による吸収

CO2吸収型材料の
活用

生物共生型構造物
の普及

構造物の材料によ
る吸収

藻類が付着しやすい材料
や構造上の対応

CO2吸収型コンクリートの
活用

• 実績が少ない

• 工事成績点への加点など施工業者の動機付けを目
的とした試行工事の実施【令和５年１２月以降取組
予定】

• 材料や構造について海域特性ごとの適用性確認を
目的とした試行工事の検討【中期】

• 評価方法の確立
• 技術基準の確立

・強度や耐久性の確認
・港湾工事への適用性の確認

• 「地球温暖化防止に貢献するブルーカーボンの役割
に関する検討会」等での議論を踏まえて対応

• 技術的動向及び市場動向を把握【早期】

添加剤の使用
• 使用状況に応じた効果把握
• 設備への影響把握

• 効果検証を目的とした試行工事の検討【中期】
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仮設材，建設機械・作業船・廃棄物の運搬※２



カーボンニュートラル社会の実現を目指し、港湾工事に従事する作業船に対して、不稼働時の係留における、船内環
境の良好な維持のため必要な電力を陸電供給設備より、電力供給することで、CO2排出量の削減効果を検証すること
を目的とする試行工事である。

＜取得データ＞
１．陸上電源を使用する作業船のスペック
２．停泊時の陸上電力供給時間及び電力消費量
３．停泊時間 等

＜検証事項＞
①陸上電源供給によるCO2排出量削減効果
•購入した商業用電力由来のCO2排出量
•同等の電力を補機で発電する場合に発生する
CO2排出量の比較
②普及に向けた課題の把握
•電力設置に伴う手続きの確認
•施工業者から見た使い勝手、感想

陸上電力供給施設
（仮設物）

分電盤（ブレーカ・メーター
等）、電線、仮設電柱 等

対象・実施件数 令和５年１２月１日以降に公告する工事において、作業船を使用する港湾工事で1件/局以上実施するものとする。
(受注者希望型）

実施内容 ① 入札説明書及び特記仕様書において、対象工事である旨明示。作業船係留場所における陸電供給予定箇所を明
示。

② 受注者は取組内容（対象船舶、陸電供給設備の諸元、配置図等）を取り纏め、監督職員と協議のうえ決定する。

③ 対象工事に従事する作業船に対して、陸電供給設備を岸壁等に設置する。

④ 作業船が岸壁等で係留する期間において、陸電供給設備を用いて電力を供給し、当該設備の使用実績（陸上電力
の 供給期間、電力消費量、外気温等）を計測するとともに、「CO2削減量」算出し、CO2排出量削減効果等を検証する。
また、 試行普及に向けた課題等の把握を行う。

入力電力条件

費用計上

電圧２００V 電気方式は交流三相３線を想定

受注者からの見積りを基本として、「その他工事費」 にて計上する

陸上電力供給施設の導入に関する費用をその他工事費で計上

作業船への陸電供給によるCO2排出量削減試行工事について

6



カーボンニュートラル社会の実現を目指し、港湾工事（海岸工事を含む）におけるCO2排出量の削減やブルーインフ

ラの保全・再生・創出の取組を含むブルーカーボンの活用に資する取組の普及を促進し、これら取組に対する意識の
醸成等を図ることを目的とした試行工事を実施する。

対象・実施件
数

令和５年１２月１日以降に公告する工事において、港湾工事（海岸工事を含む）にて、１件/局以上実施
するものとする。（発注者指定型）

実施内容 ① 入札説明書及び特記仕様書において、対象工事である旨明示。

② 受注者がCO２排出量の削減やブルーインフラの保全・再生・創出の取組を含むブルーカーボンの

活用に資する取組内容を提案し、監督職員の承諾が得られたものについて、取組を実施。（表－１参照）

③ 受注者は、当該取組の実施状況を取り纏めたうえで、工事完成時に提出。

④ 当該取組が履行されたことが確認できた場合は、工事成績評定に基づく工事成績評定点にて加
点評価。

実施によるイ
ンセンティブ

工事成績評定の「６．社会貢献等 Ⅰ地域への貢献等」にて加点評価。

取組内容の例

建設機械や材料等
の施工内容に関わ
る取組 等

環境対策型建設機械の活用(2020年燃料基準値以上を達成
した建設機械）

燃料添加剤等の活用

生物多様性に配慮した施工方法の採用、材料の活用

カーボン・クレジット（Jブルークレジット）制度の活用

現場事務所や保安
設備等の設備面に
関わる取組

ソーラーパネルの活用

工事用照明のLED化

表－１．港湾カーボンニュートラルに資する取組内容の例

港湾カーボンニュートラル普及促進試行工事について
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港湾工事におけるCO2排出量削減目
標達成へ向けたロードマップを作成

港湾工事におけるCO2排出量削減目
標達成へ向けて、CO2排出割合が多
い下記事項についての対応が特に重
要と考えられる。
 作業船の燃料消費（①～⑤）
 材料製造（運搬）

（セメント、鋼材）（⑧）
※作業船由来のCO2削減は港湾独自
の取組が必要

Scope３（Scope１、２以外の間接排出）

Scope１（直接排出）

Scope２（エネルギー起源の間接排出）

港湾工事
における

CO２

排出量
の削減

港湾構造物
によるCO２吸収

2050年カーボンニュートラル

港湾工事における目標
港湾構造物の建設に
関連する主な活動※１

方法論 考えられる具体策

仮設材，建設機械・作
業船・廃棄物の運搬

建設機械・作業船の
稼働

単位燃料あたりの
排出量削減

燃料消費量削減
に伴う排出量削減

工事中の
燃料消費量削減

待機中の
燃料消費量削減

燃料転換

④GTL燃料の使用

⑤水素・アンモニア燃料
の使用

②作業船のハイブリッド
化・蓄電システムの導入

作業船の高効率化

③陸電供給施設からの
電力供給

※２ 準用可能な活動

電力の発電
現場で使用する電
力由来の排出量の
削減

消費電力削減

再生可能エネル
ギーの導入

⑦ソーラーパネル等現場
での自家消費型エネル
ギーの導入

⑥現場事務所の節電
＋

電力会社からの調達

2030年度に温室効果ガスを2013年から46％削減政府目標

材料の製造
材料製造由来の排
出量削減

⑧セメント置換型コンク
リートをはじめとした低炭
素型材料の活用

低炭素型素材への
転換

ブルーカーボン生態
系による吸収

CO2吸収型材料の
活用

生物共生型構造物
の普及

構造物の材料によ
る吸収

藻類が付着しやすい材料
や構造上の対応

⑨CO2吸収型コンクリート
の活用

①添加剤の使用

※１ 「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（施工段階編）」において算定対象とすることを予定しているCO2排出源を抽出
※２ 仮設材・建設機械・作業船・廃棄物の運搬については、Scope1もしくはScope3のいずれかに分類される。

他の専門的なWGで議論される「作業
船の高効率化」、「藻類が付着しや
すい材料や構造上の対応」を除く①
～⑨について、関係団体やメーカー
等へ、低炭素型材料等の港湾工事へ
の活用事例、コスト等についてヒア
リング等を実施。

港湾工事におけるCO2排出量削減目標達成へ向けたロードマップの作成方針

WGの議論を踏まえて設定
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はじめに 

 

令和 2 年 10 月、我が国は「2050 年カーボンニュートラル」を宣言し、社会全体でカーボンニュ

ートラルの実現に向けた取組が加速している。 

我が国において港湾は、輸出入貨物の 99％以上が経由する国際サプライチェーンの拠点であ

るとともに、二酸化炭素（以下「CO2」という。）排出量の約６割を占める発電所、鉄鋼、化学工業等

の多くが立地する臨海部産業の拠点であり、またエネルギーの一大消費拠点でもある。 

このため、国土交通省では、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や、水素・アンモニア等の

受入環境の整備等を図るカーボンニュートラルポート（以下「CNP」という。）の形成を推進してい

る。 

CNP の形成に向けて、令和４年 12 月に、港湾管理者が官民の連携による港湾における脱炭素

化の取組を定めた港湾脱炭素化推進計画を作成できること等を規定した「港湾法の一部を改正す

る法律（令和 4 年法律第 87 号）」が施行された。さらに、令和 5 年 3 月には、港湾管理者等が港

湾脱炭素化推進計画を作成及び実施する際の参考資料として、「港湾脱炭素化推進計画」作成

マニュアル（国土交通省港湾局産業港湾課）が公表されている。同マニュアルでは、港湾脱炭素

化推進計画の対象範囲に「港湾工事の脱炭素化」に係る取組も含むこととされており、CNP の形

成の観点から、港湾工事から発生する CO2 排出量削減が求められている。 

港湾工事において CO2 排出量削減の取組を推進するには、作業船の使用など港湾工事の特

殊性を考慮した算出方法について統一的な考え方が必要となることから、令和 3 年 12 月に「港湾

工事における二酸化炭素排出量削減に向けた検討ＷＧ」を設置し、令和 4 年 6 月に、工事発注

段階で積算資料等から CO2 排出量を算定する方法をとりまとめた「港湾工事における二酸化炭素

排出量算定ガイドライン（発注段階編）」を公表した。 

さらに、港湾工事で実際に排出される CO2 を効果的に削減するためには、各種対策を試行し、

その効果を定量的に把握した上で、具体策を展開することが重要である。 

このため、今般、本 WG において「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（施工

段階編（試行工事用））」を取りまとめた。 

本ガイドラインに基づき、試行工事を通じて港湾工事における CO2 排出量削減方策が確立さ

れ、港湾工事の脱炭素化が推進されることを期待する。 
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第 1 章 総論 

 

1.1 ガイドラインの概要 

 

「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（施工段階編（試行工事用））」（以下「本

ガイドライン」という。）は、CO2 排出量削減試行工事において、施工段階における CO2 排出量の削

減効果を定量的に評価する際の基本的な考え方を示すものである。 

 

［解説］ 

港湾工事における CO2 排出量の算定は計画・設計・施工段階で行われるが、各算定段階にお

いて、表-1 に示すとおり、算定する主体・算定の目的・算定方法等は異なる。 

本ガイドラインは、施工段階のうち特に工事実施段階を対象として、標準的な手法以上に CO2

排出量削減の取組を試行的に実施する工事（以下「CO2 排出量削減試行工事」）における CO2 排

出量削減方策の削減効果を、定量的に評価することで、CO2 排出量削減の取組を促進に寄与す

ることを目的とする。工事発注段階で想定されるCO2排出量は、策定済みの「港湾工事における二

酸化炭素排出量算定ガイドライン（発注段階編）」（以下「算定ガイドライン（発注段階編）」という。）

を用いて算定することができるので、本ガイドラインを用いて工事実施段階における CO2 排出量を

算定すれば、工事発注段階と工事実施段階の比較から、CO2 排出量削減方策の削減効果を定量

的に評価することが可能である。 

また本ガイドラインは、CO2 排出量の削減効果の定量的な評価方法に加えて、現時点で考えら

れる CO2 排出量削減方策を例示・紹介するものである。 
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表-1 CO2 排出量の算定を行う場面毎の算定主体及び方法、データ取得の容易性 

CO2 排出量の算定を行う場面 主な算定主体 想定される算定方法 データ取得の容易性 

計画段階 

整備計画（構

造物の配置、

種類等）の検

討 

国、港湾管理

者等 

構造物あたりの

CO2 排出量(○○ｔ-

CO2/構造物)の概

略値を活用 

構造物毎の CO2

排出原単位の整

備が必要 

設計段階 

構 造 形 式 や

主 要 諸 元 等

の検討 

国、港湾管理

者、設計者等 

工種あたりの CO2

排出量(△△ｔ-

CO2/工種)の概略

値を活用 

工種毎の CO2 排

出原単位の整備

が必要 

施
工
段
階 

工 事 発 注 段

階 

施 工 方 法 や

材 料 の 種 類

等の検討 

国、港湾管理

者等 

工事積算に基づ

き、材料の製造や

機械の稼働による

CO2 排出量を合算 

一部のデータの取

得が困難なもの

の、比較的充実 

工 事 実 施 段

階（実施前） 

材 料 等 の 調

達先の選定、

詳 細 な 施 工

条件の検討 

施工者等 

詳細な施工条件や

調達条件に基づき

必要に応じて算定 

詳細なデータを多

く取得可能 

工 事 実 施 段

階（実施後） 

工 事 実 施 後

の 実 績 に 基

づく事後評価

等 

施工者等 
施工実績に基づき

算定 

実績により実態を

反映したデータを

取得可能 

□：施工段階編のガイドラインは赤枠内を対象とするものであるが、本ガイドラインは試行工事に

特化したものであるため、詳細な施工条件や施工実績に基づく算定は、CO2排出量削減の提

案（試行工事の内容）に関連する項目のみを対象とする。 
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1.2 関連するマニュアル、ガイドライン等 

 

本ガイドラインに記載のない事項については、関係省庁等から発刊されている各種ガイドライン

等を参照するものとする。 

 

［解説］ 

関連するマニュアル、ガイドラインには以下のようなものがある。なお、適時更新されているもの

があるので、参照する場合は、最新の情報を入手する必要がある。 

 

 

表-2 関連するマニュアル、ガイドライン等 

発行元 名称 発行年月 

港湾工事における二酸化炭素

排出量削減に向けた検討 WG 

港湾工事における二酸化炭素排出量算定

ガイドライン（発注段階編）1) 
2022 年 6 月 

環境省、経済産業省 

サプライチェーンを通じた温室効果ガス排

出 量 算 定 に 関 す る 基 本 ガ イ ド ラ イ ン

（ver.2.4）2) 

2022 年 3 月 

環境省、経済産業省 
温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル

Ver.4.83) 
2022 年 1 月 

国土交通省港湾局産業港湾課 「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル 4) 2023 年 3 月 
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第２章 CO2 排出量削減試行工事における CO2 排出量の算定対象及び算出方法 

 

2.1 CO2 排出量削減試行工事における CO2 排出量算定の基本的考え方 

 

CO2 排出量削減試行工事において、工事受注者は CO2 排出量削減方策を提案し、その削減

効果を定量的に評価するものとする。ただし、工事全体の CO2 排出量は、工事発注者が工事発注

段階の条件で算定し、その結果を工事受注者へ提供するものとする。 

 

［解説］ 

CO2 排出量削減試行工事では、工事全体の CO2 排出量は、算定ガイドライン（発注段階編）に

基づき、工事発注者が工事発注段階の条件で算定し、工事契約後に工事受注者へ提供するもの

とする。 

一方、工事受注者は、工事契約後に CO2 排出量削減方策を検討し、「CO2 排出量削減工事実

施計画書」（以下「実施計画書」という。）を作成するものとする。また、作成した実施計画書は CO2

排出量削減方策の実施前に、工事発注者へ提出するものとする。 

実施計画書には、工事受注者が提案する CO2 排出量削減方策、期待される CO2 排出量削減

効果及びその算定根拠を記載する。期待される CO2 排出量削減効果については、本ガイドライン

に基づき工事実施段階の CO2 排出量を算定し、工事発注者から提供される工事発注段階の CO2

排出量と比較することにより評価することができる。なお、期待される CO2 排出量削減効果の評価

においては、工事受注者は自らの排出量削減の提案に関連する排出量のみを算定すれば十分

であり、工事全体の排出量を再度算定する必要は無いことに留意する。 

次に、実施計画書の内容については契約変更の対象とし、協議により必要となる費用を適切に

計上するものとする。 

さらに施工中は、工事受注者は、提案に関する CO2 排出量削減効果を検証するために必要と

なる機械稼働や施工数量等の実績データを記録・保存するものとする。 

最後に施工完了時は、工事受注者は、機械稼働や施工数量等の実績データに基づいて提案

に関する CO2 排出量削減効果を検証し、工事発注者へ報告するものとする。 

CO2 排出量削減試行工事の実施フローをまとめると、図-1 のとおりである。 
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図-1 CO2 排出量削減試行工事の実施フロー 

  

発注者が、工事発注段階の条件で工事全体の
CO2排出量を算定し、その結果を受注者へ提供

受注者がCO2排出量削減方策を検討し、
CO2排出量削減工事実施計画書（仮称）を作成して、

削減方策の実施前に発注者へ提出

実施計画書（仮称）の内容については契約変更の
対象とし、協議により費用を計上

受注者は、CO2排出量削減効果を検証するために必要となる
機械稼働や施工数量等の実績値を、施工中に記録・保存

工事契約

施工完了後に受注者は、機械稼働や施工数量等の実績値に
基づいてCO2排出量削減効果を検証し、発注者に報告
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2.2 CO2 排出量の算定対象 

 

本ガイドラインでは、工事受注者が提案する CO2 排出量削減方策の削減効果を定量的に評価

できるように、施工段階でのデータ取得可否を踏まえ、二酸化炭素排出量の算定対象を設定する

ものとする。 

 

［解説］ 

工事発注段階における CO2 排出量の算定対象については、算定ガイドライン（発注段階編）に

記載のとおり、港湾工事における主要な CO2 排出源と発注段階でのデータ取得可否の観点から、

次の 5 項目が設定されている。 

 

・機械稼働（燃料燃焼） 

・機械稼働（燃料生産） 

・材料製造 

・材料、仮設材、建設機械、作業船の運搬（発注段階でデータ取得が可能な項目のみ） 

・廃棄物の運搬（発注段階でデータ取得が可能な項目のみ） 

 

一方、工事実施段階においては、「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関す

る基本ガイドライン（ver.2.4）」に準じ、上記の 5 項目に加えて、「現場事務所の運営に必要な電力

の発電、従業員の通勤等」も、算定の対象とするものとする。 

また、「材料、仮設材、建設機械、作業船の運搬」及び「廃棄物の運搬」については、工事発注

段階ではデータ取得が不可能な場合でも、工事実施段階ではデータ取得が可能な場合もあること

に留意する。 

表-3 は、工事発注段階と工事実施段階の算定対象を比較したものである。 

ただし、本ガイドラインは、CO2 排出量削減試行工事において、施工段階における CO2 排出量

の削減効果を定量的に評価することを目的とするため、工事受注者が提案する CO2 排出量削減

方策に関係しないものは、工事実施段階で算定対象とする必要はない。すなわち、CO2 排出量削

減方策に関係しないものは、工事発注段階の算定結果を工事実施段階においてもそのまま使用

することができるものとする。 
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表-3 工事発注段階及び工事実施段階における CO2 排出量の算定対象 

CO2排出源 排出活動 
発注段階 

算定対象 

実施段階 

算定対象 

①機械稼働 

①-1 燃料の燃焼 ○ ○※ 

①-2 燃料の運搬 × × 

①-3 燃料の生産 ○ ○※ 

②材料 材料の製造 ○ ○※ 

③運搬 

③-1 材料、仮

設材、建設機

械、作業船の運

搬 

回航・えい航費を計上する

作業船、運搬費を積上げ

積算(貨物自動車による運

搬の場合)で計上する建設

機械、運搬費を積上げ精

算で計上する材料及び仮

設材 

○ ○※ 

材料、回航・えい航費を計

上しない作業船、運搬費

が共通仮設費率に含有又

は積上げ積算（分解・組立

が必要な場合）で計上され

る建設機械、運搬費が共

通仮設費率に含有される

仮設材 

× 〇※ 

③-2 車両や施設等の製造、維持修理等 × × 

④関連活動 
現場事務所の運営に必要な電力の発電、従

業員の通勤等 
× 〇※ 

⑤廃棄物 

⑤-1 廃棄物の

運搬 

積算において運搬距離が

明らかな廃棄物 
○ ○※ 

上記以外の廃棄物 × × 

⑤-2 廃棄物の処理 × × 

⑥仮設材減耗等 仮設材の製造、維持修理等 × × 

⑦機械減耗等 建設機械及び作業船の製造、維持修理等 × × 

※工事受注者の排出量削減の提案に関連する場合のみ算定。排出量削減の提案に関連しない

場合、工事受注者による算定は不要。 
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2.3 CO2 排出量の算定方法 

 

CO2排出量削減試行工事において、施工段階におけるCO2排出量の削減効果を算定する方法

は、算定ガイドライン（発注段階編）に準じて行うものとする。ただし、CO2排出原単位が不明なもの

は、その設定根拠が分かる資料を実施計画書に添付するものとする。 

 

［解説］ 

CO2 排出量削減試行工事において、施工段階における CO2 排出量の削減効果を算定する方

法は、算定ガイドライン（発注段階編）に準じて行うものとする。すなわち、2.2 で設定した算定対象

について、算定に必要な各種の使用数量（燃料消費量や材料使用量等）を工事積算の考えに基

づいて設定し、各排出源の CO2 排出原単位にその使用数量を乗じることにより、各排出源の CO2

排出量を算定するものとする。 

算定に必要な各種の使用数量は、工事積算の考え方に基づいて設定することを基本とするが、

工事実施段階で詳細な施工条件や調達条件が明らかな場合は、より実態に即した条件で使用数

量を設定するものとする。CO2 排出量算定における積み上げ計算は、CO2 排出量削減方策を評価

できる詳細度があればよいものとする。また、2.5 で示すとおり、施工中に機械稼働や施工数量等

の実績データを記録・保存するので、工事実施前と工事実施後で使用数量に違いがある場合は、

工事実施後に実績データに基づく使用数量の再設定が必要である。 

各排出源の CO2 排出原単位は、算定ガイドライン（発注段階編）を参照するものとする。 

なお、本ガイドラインの対象が CO2 排出量削減試行工事であることに鑑み、算定ガイドライン（発

注段階編）に記載の無い CO2 排出原単位の設定も想定される。算定ガイドライン（発注段階編）に

記載の無い CO2 排出原単位については、当該 CO2 排出原単位の設定根拠が分かる資料を実施

計画書に添付する必要がある。CO2 排出原単位の設定根拠資料としては、国もしくは中立性のあ

る機関の作成したマニュアル等が望ましいが、研究論文・パンフレット・自社基準、類似事例等の技

術資料も可とする。また、港湾空港技術研究所資料 No.13995)も参考とすることができる。 

CO2 排出量の算定方法の理解を促進するため、本ガイドライン末尾に算定事例を添付する。 

  



 

9 

 

2.4 算定結果の整理 

 

CO2 排出量削減試行工事において、工事受注者が提案する CO2 排出量削減方策の排出量削

減効果の算定結果は、実施計画書に記載・整理するものとする。 

 

［解説］ 

工事受注者は、工事発注者から提供される工事発注段階の CO2 排出量の算定結果をふまえ、

CO2 排出量削減方策を検討して実施計画書を作成するものとする。 

実施計画書には、工事受注者が提案する CO2 排出量削減方策、期待される CO2 排出量削減

効果及びその算定根拠を記載する。 

なお、期待される CO2 排出量削減効果については、次の 2 つの場合が想定される。 

 

（１） 工事発注段階で算定対象となっている項目に関する CO2 排出量削減方策を提案する場合 

提案する CO2排出量削減方策が工事発注段階で算定対象となっている場合は、工事発注段階

の CO2 排出量が工事発注者から提供される。工事受注者は、提案する CO2 排出量削減方策を使

用する場合の工事実施段階の CO2 排出量を算定すれば、CO2 排出量削減方策の削減効果を評

価することができる。 

 

（2） 工事発注段階で算定対象となっていない項目に関する CO2 排出量削減方策を提案する場

合 

提案するCO2排出量削減方策が工事発注段階で算定対象となっていない場合は、工事発注段

階の CO2 排出量が工事発注者からは提供されない。このため、工事受注者は、工事実施段階に

おいて標準的な手法を使用する場合と提案する CO2排出量削減方策を使用する場合の両方につ

いて、CO2 排出量を算定する必要がある。 

例えば、2.2 のとおり、現場事務所の運営に必要な電力の発電、従業員の通勤等は、工事発注

段階で算定対象となっていない。CO2 排出量削減方策として、消費電力削減や再生可能エネルギ

ー導入等を提案する場合は、標準的な消費電力や通常の発電を利用する場合の CO2排出量と消

費電力の削減や再生可能エネルギーの導入を実行する場合の CO2 排出量の両方について、算

定する必要がある。 
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2.5 算定結果の検証および報告 

 

工事受注者は、CO2 排出量削減効果を検証するために必要となる機械稼働や施工数量等の実

績値を、施工中に適切に記録・保存し、施工完了後に CO2 排出量削減効果を検証して、工事発

注者に報告するものとする。 

 

［解説］ 

工事受注者は、CO2 排出量削減効果を検証するために必要となる機械稼働や施工数量等の実

績データを、施工中に適切に記録・保存するものとする。 

また、実施計画書に記載した工事実施前の使用数量と工事実施後の使用数量に違いがある場

合は、工事実施後に実績データに基づく使用数量を改めて設定し、提案した CO2 排出量削減方

策に係る CO2 排出量を再度算定する必要がある。そして、提案した CO2 排出量削減方策による削

減効果の検証結果について、工事実施後に工事発注者へ報告するものとする。 

例えば、提案する CO2 排出量削減方策が、作業船・建設機械で使用する燃料への添加剤の導

入の場合は、機械の稼働日数及び燃料消費量の実績値を適切に記録・保存することが想定され

る。 
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第３章 二酸化炭素排出量削減に資する対策 

 

本章では、CO2 排出量削減試行工事の実施の参考のため、現時点で想定される CO2 排出量削

減方策を SCOPE ごとに区分・整理して例示する。 

図-2 のとおり、CO2排出量削減方策としては、港湾工事における CO2 排出量の削減と港湾構造

物による CO2 吸収の 2 つが考えられ、さらに前者は、建設機械・作業船の稼働に由来する CO2 排

出量の削減、材料・仮設材・建設機械・作業船・廃棄物の運搬に由来する CO2 排出量の削減、電

力の発電に由来する CO2 排出量の削減、材料の製造に由来する CO2 排出量の削減に区分する

ことができる。なお、本章に示す CO2 排出量削減方策は、現時点で想定される主要な方策を説明

するものであるが、CO2 排出量削減方策の全てを網羅するものではない。本章に記載の無い CO2

排出量削減方策でも活用できる可能性があることに留意する。 

 

 
図-2 現時点で想定される CO2 排出量削減方策の体系 

Scope３（Scope１、２以外の間接排出）

Scope１（直接排出）

Scope２（エネルギー起源の間接排出）

港湾工事
における
CO２
排出量
の削減

港湾構造物
によるCO２吸収

港湾構造物の建設に
関連する主な活動※１

方法論 考えられる具体策

仮設材・建設機械・作
業船・廃棄物の運搬

建設機械・作業船の
稼働

単位燃料あたりの
排出量削減

燃料消費量削減
に伴う排出量削減

工事中の
燃料消費量削減

待機中の
燃料消費量削減

燃料転換
GTL燃料の使用

水素・アンモニア燃料
の使用

作業船のハイブリッド化・
蓄電システムの導入

作業船の高効率化

陸電供給施設からの
電力供給

※２ 準用可能な活動

電力の発電
現場で使用する電
力由来の排出量の
削減

消費電力削減

再生可能エネル
ギーの導入

電力会社からの調達

ソーラーパネル等現場で
の自家消費型エネルギー
の導入

現場事務所の節電

材料の製造 材料製造由来の排
出量削減

セメント置換型コンクリー
トをはじめとした低炭素型
材料の活用

低炭素型素材への
転換

ブルーカーボン生態
系による吸収

CO2吸収型材料の
活用

生物共生型構造物
の普及

構造物の材料によ
る吸収

藻類が付着しやすい材料
や構造上の対応

CO2吸収型コンクリートの
活用

添加剤の使用

※１ 「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（施工段階編）」において算定対象とすることを予定しているCO2排出源を抽出
※２ 仮設材・建設機械・作業船・廃棄物の運搬については、Scope1もしくはScope3のいずれかに分類される。

仮設材・建設機械・作
業船・廃棄物の運搬

※２
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3.1 使用する作業船、建設機械の稼働における対策 

港湾工事において使用する作業船や建設機械の稼働における CO2 排出量の削減に向けた取

り組みの方法論としては、燃料消費量削減に伴う排出量削減と、単位燃料当たりの排出量削減が

考えられる。 

 

3.1.1 燃料消費量削減に伴う排出量削減 

工事中の燃料消費量の削減と、稼働時間外で係留中（待機中）の燃料消費量削減があり、以下

のような方策が検討あるいは実用化されている。 

 

（１） 工事中の燃料消費量の削減 

作業船においては、ＬＥＤライトへの転換、ソーラーパネルの設置等の一般的な取組に加え、燃

料に添加剤を使用する方法や作業船のハイブリッド化、作業船の高効率化などがある。具体的な

例としては、算定ガイドライン（発注段階編）の参考資料のとおり、以下のような取り組み事例がある。 

 

１）グラブ浚渫船による回生電力の利用 

２）グラブ浚渫船兼起重機船による環境性能の向上 

３）ハイブリッドシステムを採用した環境配慮型深層混合処理船 

４）ポンプ浚渫船におけるエネルギー効率の改善 

 

（２） 待機中の燃料消費量の削減 

稼働中の余剰電力を電池に貯めておき、待機中に使用する蓄電システムの採用が増えている。

また、陸電供給施設からの電力供給が考えられるが、現時点では具体的な施設が未整備な箇所も

あり、今後検討を進める必要がある。 

 

3.1.2 単位燃料当たりの排出量削減 

単位燃料当たりの CO2 排出量削減には、従来の重油・軽油の燃料に代わり、環境負荷の少な

い燃料への転換について、検討あるいは実用化に向けた技術開発が進められている。 

 

（１） 燃料の転換 

具体的には、GTL 燃料や水素・アンモニア燃料の使用が考えられる。 

GTL は Gas to Liquids の略称で、天然ガス由来の燃料であり、環境負荷の少ないクリーンな軽

油代替燃料である。石油由来の製品と同等の性状を保持しつつ、軽油対比で CO2排出量を 8.5％

削減することができるとされている。 
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3.2 使用する電力における対策 

港湾工事の現場において使用する電力は、現場事務所での消費が主となる。 

 

3.2.1 現場で使用する電力由来の排出量の削減 

（１） 消費電力の削減 

現場事務所の節電活動であり、消費電力の小さい電化製品の利用などが考えられる。 

 

（２） 再生可能エネルギーの導入 

電力会社から再生可能エネルギーで賄われた電力を調達する、あるいは現場事務所等でソー

ラーパネルを設置し自家消費型エネルギーで賄った電力を使用する等の活動により、CO2 排出量

を削減することができる。 

 

3.3 使用する材料における対策 

港湾工事ではコンクリートや鋼材を使った構造物が多いので、材料製造時の CO2 排出量が少な

いコンクリートや鋼材の使用が、港湾工事における CO2 排出量削減方策として重要であると考えら

れる。 

 

3.3.1 材料製造由来の排出量削減 

（１） 低炭素型素材への転換 

セメント置換型コンクリートをはじめとした低炭素型材料の活用が進められている。港湾工事にお

ける低炭素型材料の導入については、「港湾工事等における低炭素型材料の活用マニュアル」6)

を参考にすることができる。 

 

3.4 港湾構造物による CO2 吸収 

港湾構造物による CO2 吸収としては、ブルーカーボン生態系による CO2 吸収と構造物の材料に

よる CO2 吸収が考えられる。 

 

3.4.1 ブルーカーボン生態系による CO2 吸収 

2009 年 10 月の国連環境計画（UNEP）の報告書において、海洋生態系に取り込まれた

（captured）炭素が「ブルーカーボン」と命名され、吸収源対策の新しい選択肢として提示された。

四方を海に囲まれた日本にとって、沿岸域の吸収源としてのポテンシャルは大きい。ブルーカーボ

ンの活用にあたっては，その評価方法の確立が重要であり技術開発が続けられている。 

 

（１） 生物共生型構造物の普及 

ブルーカーボン生態系による CO2 吸収に向けては、生物共生型構造物の普及が重要であり、

藻類が付着しやすい材料や構造上（形状等）の工夫等の取組が考えられる。 

 

3.4.2 構造物の材料による CO2 吸収 

構造物の材料による CO2 吸収方策については、CO2 吸収型材料の活用が考えられる。 
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第４章 今後の取り組み 

 

港湾工事の脱炭素化に向けた取り組みについては、まずは CO2 排出量の削減に資する各種の

対策を試行的に実施することから始め、それらを踏まえて有効な CO2 排出量削減対策を積み上げ

ていくことが重要である。 

本ガイドラインは、CO2 排出量の削減に資する各種の対策を試行的に実施する工事において、

施工段階の CO2 排出量の算定方法を整理し、各種対策の CO2 排出量削減効果の大きさを算定・

検証する方法を提示した。 

今後は、試行工事を通じて CO2 排出量削減効果の検証に必要となる機械稼働や施工数量等

の実績データ、CO2 排出量削減方策の定量的な効果を蓄積する必要がある。そして、削減効果や

実施コスト等を総合的に評価し、2050 年カーボンニュートラルに向けて具体的な行動計画及び工

程表について検討を進める。また、CO2 排出量削減方策の導入を推進するため、港湾構造物の設

計段階から CO2 排出量を算定し、適切な CO2 排出量削減方策の活用を検討することが重要とな

るので、「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン」の設計段階編を作成する。 
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【参考資料】 港湾工事における二酸化炭素排出量の算定事例 

 

参考－１ 算定事例の概要 

本参考資料は、工事発注時を対象として、港湾工事におけるCO2排出量の算定方法の理解を

促進するため、実工事のデータに基づく算定事例を示すものである。なお、算定方法の理解を促

進するための算定事例であることから、対象工事のCO2排出量の多寡を検討するものではない。ま

た、あくまで一つの施設の算定事例であることから、対象となる構造形式のCO2排出量について一

般化することはできない点に留意する。 

算定対象とする工事は係留施設（桟橋）であり、構造諸元及び主要工種を参考表-1に示す。ま

た、標準断面図を参考図-1に、平面図を参考図-2にそれぞれ示す。 

 

参考表-1 算定対象工事の概要 

構造形式 係留施設（桟橋） 

設置水深 －15m 

構造諸元 施工延長197m（上部工）、エプロン幅40m 

主要工種 上部工、付属工、土工、舗装工、電線管敷設工、本体工、被覆・根固工、 

構造物撤去工、運搬処理工 

 

 

 

参考図-1 算定対象工事の標準断面図（赤色部がCO2排出量の算定対象範囲） 
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参考図-2 算定対象施設の平面図（灰色部がCO2排出量の算定対象範囲） 

 

参考－2 算定事例の結果（工事発注時） 

算定ガイドライン（発注段階編）に基づき、工事発注時に入手・設定可能なデータから算定した

CO2 排出量の結果を参考表-2 に示す。CO2 排出量算定結果の内訳に関して、モルタルや地盤改

良で用いるセメントは、コンクリートと区別して整理する。また、コンクリート・セメント・鉄鋼製品・石材

以外の材料の製造等における CO2 排出量を「その他」として整理する。なお、燃料の生産における

CO2 排出量も「その他」に分類される。 

また、工種別の排出割合を参考図-3 に、排出源別の排出割合を参考図-4 にそれぞれ示す。 

算定対象である桟橋の建設時における CO2 排出量は 18,147,443 kg-CO2 と算定された。工種

別の排出割合を見ると、本体工が 62.2 %、上部工が 32.7 %と大きい。一方、排出源別の排出割合

を見ると、材料の製造に分類される鉄鋼製品が 51.9 %、コンクリートが 19.5 %と大きく、次いで、燃料

の燃焼に分類される陸上機械が 16.7 %と大きい。 
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参考表-2 CO2排出量の算定結果 

 

 

 

参考図-3 CO2排出量の算定結果（工種別排出割合） 

 

 

参考図-4 CO2排出量の算定結果（排出源別排出割合） 

 

なお、CO2排出量の算定に使用した排出原単位を参考表-3及び参考表-4に示す。参考表-3は

材料の製造に関する排出原単位、参考表-4は燃料の燃焼及び燃料の製造に関する排出原単位

である。 

また、本ガイドライン末尾に、CO2排出量の算定に使用した見積参考資料及び計算過程を添付

する。20ページ以降の表では、黄色の行が資材、水色の行が機械稼働、橙色の行が運搬を示す。 

CO2排出量は、資材の場合、「数量[A]÷作業能力[C]×数量[B]×排出原単位（材料の製造：参

考表-3）」で計算される。機械稼働及び運搬のCO2排出量は、「数量[A]÷作業能力[C]×数量[B]

×燃料[D]×排出原単位（燃料の燃焼及び燃料の製造：参考表-4）」で計算される。 

 

 

コンクリート セメント 鉄鋼製品 石材 その他 海上機械 陸上機械
[kg-CO2] [kg-CO2] [kg-CO2] [kg-CO2] [kg-CO2] [kg-CO2] [kg-CO2]

上部工 5,929,758 3,543,201 28,735 1,631,038 9 250,032 341,886 134,857
付属工 130,558 0 1,206 96,083 58 6,564 15,887 10,758
土工 35,327 0 0 0 0 5,870 0 29,457
舗装工 245,491 0 0 0 231,323 11,517 10 2,641
電線管布設工 4,169 0 0 1,421 30 2,186 0 532
本体工 11,280,709 0 0 7,684,511 28,641 575,368 243,309 2,748,880
被覆・根固工 315,893 0 0 0 125,846 29,408 160,639 0
構造物撤去工 770 0 0 0 0 117 653 0
運搬処理工 207 0 0 0 0 34 0 173
共通仮設 197,725 0 0 0 0 23,492 76,352 97,881

合計 18,140,607 3,543,201 29,941 9,413,053 385,907 904,588 838,736 3,025,179

工種
CO2排出量
[kg-CO2]

資材 燃料消費
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参考表-3 CO2排出原単位（材料の製造） 

 

 

参考表-4 CO2排出原単位（燃料の燃焼及び燃料の製造） 

 

 

部門名 細品目
CO2排出原単位

[kg-CO2/単位量]
単位量 備考

砂利・砕石 花こう岩・同類似岩石（製品） 9.3 t 3EID(2015)
砂利・砕石 砂岩（製品） 7.4 t 3EID(2015)
砕石 砕石 8022.8 千t 3EID(2015)
砕石 切石、間知石、割石、割ぐり石 29928.0 千t 3EID(2015)
その他の繊維工業製品 プレスフェルト生地（ニードル含む）、不織布（乾式） 3062.5 t 3EID(2015)
脂肪族中間物 塩化ビニル（モノマー） 897.5 t 3EID(2015)
合成ゴム スチレンブタジエンラバーラテックス 4511.5 t 3EID(2015)
熱可塑性樹脂 ポリエチレン高密度（密度0.94以上） 1449.0 t 3EID(2015)
石油製品 アスファルト 207.6 t 3EID(2015)
合成ゴム Vベルト（ファンベルト含む） 5659.7 千m 3EID(2015)
その他のゴム製品 工業用ゴム板 2.8 kg 3EID(2015)
ガラス繊維・同製品 フェルト 2.4 kg 3EID(2015)
セメント 高炉セメント 758.8 t 3EID(2015)
生コンクリート 生コンクリート 341.7 m3 3EID(2015)
熱間圧延鋼材 H形鋼 1845.3 t 3EID(2015)
熱間圧延鋼材 中小型形鋼 1845.3 t 3EID(2015)
熱間圧延鋼材 中・薄板 1635.8 t 3EID(2015)
熱間圧延鋼材 普通鋼鋼帯（幅600mm未満） 1501.7 t 3EID(2015)
熱間圧延鋼材 小型鉄筋用棒鋼 1453.5 t 3EID(2015)
熱間圧延鋼材 ステンレス鋼（クロム系） 3486.0 t 3EID(2015)
鋼管 継目無鋼管 1922.8 t 3EID(2015)
冷間仕上鋼材 PC鋼線 4258.0 t 3EID(2015)
鋳鍛鋼 普通鋼 5688.2 t 3EID(2015)
鋳鉄管 鋳鉄管 2660.9 t 3EID(2015)
アルミニウム アルミニウム再生地金、アルミニウム合金 1166.6 t 3EID(2015)
伸銅品 黄銅製品（棒） 3733.7 t 3EID(2015)

燃料
CO2排出原単位

[kg-CO2/単位量]
単位量 備考

A重油（燃料の燃焼） 2710.0 kl 温対法施行令
A重油（燃料の製造） 321.3 kl 3EID(2015)
B重油・C重油（燃料の燃焼） 3000.0 kl 温対法施行令
B重油・C重油（燃料の製造） 268.0 kl 3EID(2015)
灯油（燃料の燃焼） 2490.0 kl 温対法施行令
灯油（燃料の製造） 336.2 kl 3EID(2015)
軽油（燃料の燃焼） 2580.0 kl 温対法施行令
軽油（燃料の製造） 514.0 kl 3EID(2015)
ガソリン（燃料の燃焼） 2320.0 kl 温対法施行令
ガソリン（燃料の製造） 653.4 kl 3EID(2015)



工事区分
(レベル1)

工種
(レベル2)

種別
(レベル3)

細別
(レベル4)

積算要素
(レベル6)

規格・形状寸法 単位
数量
[A]

施工機械名称　等 規格・形状寸法 単位
数量
[B]

作業能力
[C]

単位 CO2排出量

L/日 種別 kg-CO2

上部工 受桁工 コンクリート打設(陸上) 30-12-25BB m3 4,577 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(高炉) 30-12-25(20) B種 m3 10.2 10 m3 1,595,240.1

30-12-25BB m3 4,577 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 標準運転時間 ﾄﾗｯｸ架装･ﾌﾞｰﾑ式･圧送能力90~110m3/h 日 0.036 10 m3 6.9H 7 110 日 軽油 5,607.9

コンクリート運搬 台船バケット m3 2,916 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.65 100 m3 6H/8H 6 164 日 A重油 9,422.7

台船バケット m3 2,916 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運4h 日 1.95 100 m3 4H/8H 4 205 日 A重油 35,335.0

台船バケット m3 2,916 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.33 100 m3 7H 7 112 日 軽油 3,334.6

コンクリート打設(海上) 30-12-25BB、台船バケット方式 m3 2,916 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(高炉) 30-12-25(20) B種 m3 104 100 m3 1,036,253.1

型枠① 鋼製型枠組立組外(桟橋式) 陸上１ロット① m2 1,078 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 3 100 m2 7H 7 70 日 軽油 7,004.2

鋼製型枠組立組外(桟橋式) 陸上１ロット② m2 655 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 3 100 m2 7H 7 70 日 軽油 4,255.8

鋼製型枠組立組外(重力式) 海上2ﾛｯﾄ m2 307 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 2 100 m2 7H 7 70 日 軽油 1,329.8

鋼製型枠組立組外(桟橋式) 海上1,3ﾛｯﾄ① m2 994 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 100 m2 7H 7 70 日 軽油 2,152.8

海上1,3ﾛｯﾄ① m2 994 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 3 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 14,824.5

海上1,3ﾛｯﾄ① m2 994 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 3 100 m2 2H/8H 2 103 日 A重油 9,310.5

鋼製型枠組立組外(桟橋式) 海上1,3ﾛｯﾄ② m2 338 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 100 m2 7H 7 70 日 軽油 732.0

海上1,3ﾛｯﾄ② m2 338 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 3 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 5,040.9

海上1,3ﾛｯﾄ② m2 338 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 3 100 m2 2H/8H 2 103 日 A重油 3,166.0

鋼製型枠組立組外(重力式) 海上2ﾛｯﾄ m2 226 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 100 m2 7H 7 70 日 軽油 489.5

海上2ﾛｯﾄ m2 226 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 1.5 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 1,685.3

海上2ﾛｯﾄ m2 226 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 1.5 100 m2 2H/8H 2 103 日 A重油 1,058.4

木製型枠組立組外(桟橋式) 陸上1ﾛｯﾄ m2 1,228 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 2 100 m2 7H 7 70 日 軽油 5,319.2

木製型枠組立組外(重力式) 陸上2ﾛｯﾄ m2 304 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 100 m2 7H 7 70 日 軽油 658.4

木製型枠組立組外(桟橋式) 海上1,3ﾛｯﾄ m2 1,585 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 3 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 23,638.7

海上1,3ﾛｯﾄ m2 1,585 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 3 100 m2 2H/8H 2 103 日 A重油 14,846.2

木製型枠組立組外(重力式) 海上2ﾛｯﾄ m2 204 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 1.5 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 1,521.2

海上2ﾛｯﾄ m2 204 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 1.5 100 m2 2H/8H 2 103 日 A重油 955.4

目地① 伸縮目地 瀝青材　t=10mm m2 326 伸縮目地 瀝青材　t=10mm m2 100 100 m2 1,353.6

支保① 支保組立組外(桟橋式) 陸上 m2 1,853 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1.8 100 m2 7H 7 70 日 軽油 7,223.8

陸上 m2 1,853 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.4 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 3,684.8

陸上 m2 1,853 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運4h 日 0.4 100 m2 4H/8H 4 205 日 A重油 4,605.9

支保組立組外(桟橋式) 海上 m2 1,216 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 2.2 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 13,299.3

海上 m2 1,216 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運4h 日 2.2 100 m2 4H/8H 4 205 日 A重油 16,624.1

海上 m2 1,216 溶接機(未排対) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 3.4 100 m2 5H 5 21 日 軽油 2,686.3

足場① 鋼製枠組足場架払(桟橋式) 陸上2ﾛｯﾄ① m2 443 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.3 100 m2 7H 7 70 日 軽油 287.8

鋼製枠組足場架払(桟橋式) 陸上2ﾛｯﾄ② m2 148 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.3 100 m2 7H 7 70 日 軽油 96.2

鋼製枠組足場架払(桟橋式) 海上2,3ﾛｯﾄ① m2 855 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.3 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 1,275.1

海上2,3ﾛｯﾄ① m2 855 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 0.3 100 m2 2H/8H 2 103 日 A重油 800.9

鋼製枠組足場架払(桟橋式) 海上2,3ﾛｯﾄ② m2 291 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.3 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 434.0

海上2,3ﾛｯﾄ② m2 291 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 0.3 100 m2 2H/8H 2 103 日 A重油 272.6

鉄筋① 1-21 鉄筋加工組立（陸上） SD345　D13、エポキシ樹脂塗装 kg 51,775 異形棒鋼 SD345 D13mm 0.995kg/m t 1030 1000 kg 77,512.6
SD345　D13、エポキシ樹脂塗装 kg 51,775 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 日 軽油 1,121.3

1-22 鉄筋加工組立（陸上） SD345　D16、エポキシ樹脂塗装 kg 5,843 異形棒鋼 SD345 D16mm 1.56kg/m t 1030 1000 kg 8,747.6
SD345　D16、エポキシ樹脂塗装 kg 5,843 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 日 軽油 126.5

1-23 鉄筋加工組立（陸上） SD345　D19、エポキシ樹脂塗装 kg 40,428 異形棒鋼 SD345 D19mm 2.25kg/m t 1030 1000 kg 60,525.0
SD345　D19、エポキシ樹脂塗装 kg 40,428 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 日 軽油 875.6

1-24 鉄筋加工組立（陸上) SD345　D22、エポキシ樹脂塗装 kg 132,399 異形棒鋼 SD345 D22mm 3.04kg/m t 1030 1000 kg 198,215.2
SD345　D22、エポキシ樹脂塗装 kg 132,399 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 日 軽油 2,867.5

1-25 鉄筋加工組立（陸上） SD345　D25、エポキシ樹脂塗装 kg 69,500 異形棒鋼 SD345 D25mm 3.98kg/m t 1030 1000 kg 104,048.8
SD345　D25、エポキシ樹脂塗装 kg 69,500 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 日 軽油 1,505.2

1-26 鉄筋加工組立（海上） SD345　D13、エポキシ樹脂塗装 kg 48,766 異形棒鋼 SD345 D13mm 0.995kg/m t 1030 1000 kg 73,007.8
SD345　D13、エポキシ樹脂塗装 kg 48,766 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.1 1000 kg 6H/8H 6 164 日 A重油 2,424.3
SD345　D13、エポキシ樹脂塗装 kg 48,766 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 0.1 1000 kg 2H/8H 2 103 日 A重油 1,522.6

1-27 鉄筋加工組立（海上) SD345　D16、エポキシ樹脂塗装 kg 8,764 異形棒鋼 SD345 D16mm 1.56kg/m t 1030 1000 kg 13,120.6
SD345　D16、エポキシ樹脂塗装 kg 8,764 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.1 1000 kg 6H/8H 6 164 日 A重油 435.7
SD345　D16、エポキシ樹脂塗装 kg 8,764 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 0.1 1000 kg 2H/8H 2 103 日 A重油 273.6

1-28 鉄筋加工組立（海上） SD345　D19、エポキシ樹脂塗装 kg 38,299 異形棒鋼 SD345 D19mm 2.25kg/m t 1030 1000 kg 57,337.6
SD345　D19、エポキシ樹脂塗装 kg 38,299 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.1 1000 kg 6H/8H 6 164 日 A重油 1,904.0
SD345　D19、エポキシ樹脂塗装 kg 38,299 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 0.1 1000 kg 2H/8H 2 103 日 A重油 1,195.8

1-29 鉄筋加工組立（海上） SD345　D22、エポキシ樹脂塗装 kg 62,761 異形棒鋼 SD345 D22mm 3.04kg/m t 1030 1000 kg 93,959.8
SD345　D22、エポキシ樹脂塗装 kg 62,761 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.1 1000 kg 6H/8H 6 164 日 A重油 3,120.1
SD345　D22、エポキシ樹脂塗装 kg 62,761 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 0.1 1000 kg 2H/8H 2 103 日 A重油 1,959.5

1-30 鉄筋加工組立（海上） SD345　D25、エポキシ樹脂塗装 kg 50,082 異形棒鋼 SD345 D25mm 3.98kg/m t 1030 1000 kg 74,978.0
SD345　D25、エポキシ樹脂塗装 kg 50,082 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.1 1000 kg 6H/8H 6 164 日 A重油 2,489.7
SD345　D25、エポキシ樹脂塗装 kg 50,082 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 0.1 1000 kg 2H/8H 2 103 日 A重油 1,563.7

1-31 フレア溶接（陸上）（D13） 棒鋼＋鋼板　下向き m 36 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 16.4 m 5H 5 25 日 軽油 169.8
1-32 フレア溶接（陸上）（D16） 棒鋼＋鋼板　下向き m 72 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 12.9 m 5H 5 25 日 軽油 431.7
1-33 フレア溶接（陸上）（D19 棒鋼＋鋼板　下向き m 60 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 8.2 m 5H 5 25 日 軽油 566.0
1-34 フレア溶接（陸上）（D22） 棒鋼＋鋼板　下向き m 176 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 7.1 m 5H 5 25 日 軽油 1,917.4
1-35 フレア溶接（陸上）（D25） 棒鋼＋鋼板　下向き m 200 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 5.1 m 5H 5 25 日 軽油 3,033.3
1-36 フレア溶接（海上）（D13） 棒鋼＋鋼板　下向き m 58 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 13.6 m 5H 5 21 日 軽油 277.1
1-37 フレア溶接（海上）（D16） 棒鋼＋鋼板　下向き m 8 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 10.7 m 5H 5 21 日 軽油 48.6
1-38 フレア溶接（海上）（D19） 棒鋼＋鋼板　下向き m 17 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 6.8 m 5H 5 21 日 軽油 162.4
1-39 フレア溶接（海上）（D22） 棒鋼＋鋼板　下向き m 39 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 5.9 m 5H 5 21 日 軽油 429.5
1-40 フレア溶接（海上）（D25） 棒鋼＋鋼板　下向き m 135 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 4.2 m 5H 5 21 日 軽油 2,088.5
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1-41 機械式継手工（D13、タイプA） 組 1,999 ｽﾘｰﾌﾞ圧着ﾈｼﾞ継手(Aﾀｲﾌﾟ) D13×13 組 1 1 箇所 585.1
1-42 機械式継手工（D16、タイプB） 組 396 ｽﾘｰﾌﾞ圧着ﾈｼﾞ継手(Aﾀｲﾌﾟ) D13×13 組 1 1 箇所 115.9
1-43 機械式継手工（D19、タイプB) 組 250 ｽﾘｰﾌﾞ圧着ﾈｼﾞ継手(Aﾀｲﾌﾟ) D13×13 組 1 1 箇所 73.2
1-44 機械式継手工（D25、タイプB) 組 70 ｽﾘｰﾌﾞ圧着ﾈｼﾞ継手(Aﾀｲﾌﾟ) D13×13 組 1 1 箇所 20.5
1-45 アースボンド設置（海側） 箇所 1 アースボンド（CLB-70） 導線接続端子　黄銅製、クロームメッキ 個 1 1 箇所 0.4
1-46 アースボンド設置（陸側） 箇所 1 アースボンド（CLB-70） 導線接続端子　黄銅製、クロームメッキ 個 1 1 箇所 0.4

杭頭鋼材 1-47 鋼板製作 枚 318 鋼板 SM490 PL-1500×9t×370　（39.2kg/枚） kg 39.2 1 枚 20,391.2

枚 202 鋼板 SM490 PL-1300×9t×370　（34.0kg/枚） kg 34 1 枚 11,234.7

枚 529 鋼板 SM490 PL-500×9t×370　（13.1kg/枚） kg 13.1 1 枚 11,335.9

枚 24 鋼板 SM490 PL-600×9t×370　（15.7kg/枚） kg 15.7 1 枚 616.4

枚 1 鋼板 SM490 PL-1100×9t×370　（28.8kg/枚） kg 28.8 1 枚 47.1

枚 1 鋼板 SM490 PL-1200×9t×370　（31.4kg/枚） kg 31.4 1 枚 51.4

枚 1 鋼板 SM490 PL-400×9t×390　（11.0kg/枚） kg 11 1 枚 18.0

1-48 鋼板溶接（陸上） 突合せ　9mm　下向き m 564 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 4.1 m 5H 5 25 日 軽油 10,640.3

1-49 鋼板溶接（海上） 突合せ　9mm　下向き m 293 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 3.4 m 5H 5 21 日 軽油 5,599.2

1-50 杭頭鋼材設置(陸上) 個 707 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 67 個 7H 7 70 日 軽油 2,285.4

1-51 杭頭鋼材設置(海上) 個 369 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D25t吊 運6h 日 1 51 個 6H/8H 6 101 日 A重油 2,215.2

個 369 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 51 個 2H/8H 2 69 日 A重油 1,513.3

据付調整材 1-52 H形鋼 H-440×300×11×18 式 1 H形鋼（開先加工なし） H-440×300、L=7.55m kg 1828 1 式 3,373.2

式 1 H形鋼（開先加工なし） H-440×300、L=6.45m kg 780 1 式 1,439.3

式 1 H形鋼（開先加工なし） H-440×300、L=6.45m kg 2485 1 式 4,585.6

式 1 H形鋼（開先加工なし） H-440×300、L=2.89m kg 700 1 式 1,291.7

式 1 H形鋼（開先加工なし） H-440×300、L=1.05m kg 6096 1 式 11,248.9

式 1 H形鋼（開先加工有り、両側） L=12.50m　26本 kg 39338 1 式 72,590.4

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=12.50m　8本 kg 12104 1 式 22,335.5

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=10.00m　3本 kg 3630 1 式 6,698.4

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=9.55m　1本 kg 1156 1 式 2,133.2

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=8.50m　3本 kg 3087 1 式 5,696.4

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=7.50m　2本 kg 1816 1 式 3,351.1

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=7.00m　2本 kg 1694 1 式 3,125.9

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=6.81m　2本 kg 1648 1 式 3,041.1

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=5.00m　3本 kg 1815 1 式 3,349.2

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=4.275m　2本 kg 1034 1 式 1,908.0

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=4.00m　3本 kg 1452 1 式 2,679.4

式 1 H形鋼（開先加工有り、片側） L=3.10m　1本 kg 375 1 式 692.0

1-57 鋼管頭部撤去（陸上） 個 188 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 84 個 7H 7 70 日 軽油 484.7
1-58 鋼管頭部撤去運搬（海上 個 94 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D25t吊 運6h 日 1 73 個 6H/8H 6 101 日 A重油 394.2

個 94 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 73 個 2H/8H 2 69 日 A重油 269.3

1-59 H形鋼据付(陸上) 個 73 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 84 個 7H 7 70 日 軽油 188.2

1-60 H形鋼据付（海上） 個 43 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D25t吊 運6h 日 1 64 個 6H/8H 6 101 日 A重油 205.7

個 43 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 64 個 2H/8H 2 69 日 A重油 140.5

1-61 H形鋼溶接（陸上） 突合せ　18mm　下向き m 19 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 1.7 m 5H 5 25 日 軽油 864.5

1-62 H形鋼溶接（陸上） 突合せ　11mm　横向 m 14 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 2.4 m 5H 5 25 日 軽油 451.2

1-63 H形鋼溶接（陸上） すみ肉　6mm　下向き m 2 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 24 m 5H 5 25 日 軽油 6.4

1-64 H形鋼溶接（陸上） すみ肉　6mm　上向き m 2 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 7.1 m 5H 5 25 日 軽油 21.8

1-65 H形鋼溶接（陸上） すみ肉　6mm　横向き m 4 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 11.3 m 5H 5 25 日 軽油 27.4

1-66 H形鋼溶接（海上） 突合せ　18mm　下向き m 7 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 1.4 m 5H 5 21 日 軽油 324.9

1-67 H形鋼溶接（海上） 突合せ　11mm　横向き m 5 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 2.7 m 5H 5 21 日 軽油 120.3

1-68 H形鋼溶接（海上） すみ肉　6mm　下向き m 8 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 20 m 5H 5 21 日 軽油 26.0

1-69 H形鋼溶接（海上） すみ肉　6mm　上向き m 8 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 5.9 m 5H 5 21 日 軽油 88.1

1-70 H形鋼溶接（海上） すみ肉　6mm　横向き m 12 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 9.4 m 5H 5 21 日 軽油 82.9

1-71 溝形鋼 SM490 [-100×50×5×7.5 本 18 溝形鋼(SS400) 中形 5×50×100mm 9.36kg/m、L=0.3m　18本 kg 2.808 1 式 93.3

1-72 溝形鋼溶接（陸上） すみ肉　6mm　下向き m 1 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 24 m 5H 5 21 日 軽油 2.7

1-73 溝形鋼溶接（陸上） すみ肉　6mm　上向き m 1 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 7.1 m 5H 5 21 日 軽油 9.2

1-74 溝形鋼溶接（海上） すみ肉　6mm　下向き m 4 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 20 m 5H 5 21 日 軽油 13.0

1-75 溝形鋼溶接（海上） すみ肉　6mm　上向き m 4 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 5.9 m 5H 5 21 日 軽油 44.1

1-76 鋼板 SM490　PL-300×9 式 1 鋼板（H鋼補強） SM490、PL-300×9　8650kg kg 8650 1 式 14,149.7

1-77 鋼板溶接（陸上） すみ肉　9mm　下向き m 1,166 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 8.6 m 5H 5 21 日 軽油 8,809.3
1-78 PC桁連結用鋼材 現場取付部材 式 1 鋼板 SM490　PL-9t kg 336 1 式 549.6

式 1 鋼板 SM490　PL-16t kg 3250 1 式 5,316.4
式 1 鋼板 SM490　PL-18t kg 73 1 式 119.4

1-79 PC桁連結用鋼材（現場溶接）（陸 上） 開先　18mm　下向き m 3 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 1.7 m 5H 5 21 日 軽油 114.7
1-80 PC桁連結用鋼材（現場溶接）（陸 上） 開先　16mm　下向き m 75 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 2 m 5H 5 21 日 軽油 2,436.5
1-81 PC桁連結用鋼材（現場溶接）（陸 上） 開先　9mm　下向き m 16 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 4.1 m 5H 5 21 日 軽油 253.6
1-82 PC桁連結用鋼材（現場溶接）（海 上） 開先　16mm　下向き m 77 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 1.6 m 5H 5 21 日 軽油 3,126.9
1-83 PC桁連結用鋼材（現場溶接）（海 上） 開先　9mm　下向き m 16 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 3.4 m 5H 5 21 日 軽油 305.8
1-84 PC桁連結用鋼材据付（陸上）C工区 個 3 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 84 個 7H 7 70 日 軽油 7.7
1-85 PC桁連結用鋼材据付（陸上）A'工 区 個 6 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 84 個 7H 7 70 日 軽油 15.5
1-86 PC桁連結用鋼材据付（陸上）A工区 個 12 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 84 個 7H 7 70 日 軽油 30.9
1-87 PC桁連結用鋼材据付（陸上）B-1工 区 個 3 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 84 個 7H 7 70 日 軽油 7.7
1-88 PC桁連結用鋼材据付（海上）C工区 個 3 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D25t吊 運6h 日 1 42 個 6H/8H 6 101 日 A重油 21.9

個 3 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 42 個 2H/8H 2 69 日 A重油 14.9
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1-89 PC桁連結用鋼材据付（海上）A'工 区 個 6 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D25t吊 運6h 日 1 42 個 6H/8H 6 101 日 A重油 43.7

個 6 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 42 個 2H/8H 2 69 日 A重油 29.9
1-90 PC桁連結用鋼材据付（海上）A工区 個 12 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D25t吊 運6h 日 1 42 個 6H/8H 6 101 日 A重油 87.5

個 12 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 42 個 2H/8H 2 69 日 A重油 59.8
1-91 PC桁連結用鋼材据付（海上）B-1工 区 個 3 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D25t吊 運6h 日 1 42 個 6H/8H 6 101 日 A重油 21.9

個 3 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 42 個 2H/8H 2 69 日 A重油 14.9

杭頭型枠① 1-92 杭頭型枠製作 141個 式 1 鋼板 SS400　PL-12t　　22,198kg kg 22198 1 式 36,311.5

141個 式 1 異形棒鋼 SD345 SD345 D13　　4,211kg kg 4211 1 式 6,120.7

141個 式 1 異形棒鋼 SD345 SD345 D16　　4,846kg kg 4846 1 式 7,043.7

141個 m 68 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 7.1 m 5H 5 21 日 軽油 622.3

1-93 杭頭型枠据付（陸上） 個 94 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 84 個 7H 7 70 日 軽油 242.4

1-94 杭頭型枠据付（海上） 個 47 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D25t吊 運6h 日 1 64 個 6H/8H 6 101 日 A重油 224.8

個 47 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 64 個 2H/8H 2 69 日 A重油 153.6
1-95 コンクリート打設(陸上) 30-12-25BB m3 516 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(普通) 18-8-40 m3 10.2 10 m3 179,843.5

m3 516 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 標準運転時間 ﾄﾗｯｸ架装･ﾌﾞｰﾑ式･圧送能力90~110m3/h 日 0.036 10 m3 6.9H 6.9 110 日 軽油 632.2

1-96 コンクリート運搬 台船バケット m3 255 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 0.65 100 m3 6H/8H 6 164 日 A重油 824.0

m3 255 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運4h 日 1.95 100 m3 4H/8H 4 205 日 A重油 3,090.0

m3 255 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.33 100 m3 7H 7 112 日 軽油 291.6
1-97 コンクリート打設(海上) 30-12-25BB、台船バケット方式 m3 255 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(普通) 18-8-40 m3 104 100 m3 90,618.8
1-98 木製型枠組立組外（重力式）（陸 上） m2 36 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 100 m2 7H 7 70 日 軽油 78.0
1-99 木製型枠組立組外（重力式）（海 上） m2 18 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D40t吊 運6h 日 1.5 100 m2 6H/8H 6 164 日 A重油 134.2

m2 18 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D450PS型 運2h 日 1.5 100 m2 2H/8H 2 103 日 A重油 84.3

排水管設置 1-100 排水管設置 VP50 m 365 硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管 一般管(VP) 呼び径50 60×4.1mm×4m m 1 1 式 367.6

個 96 屋外排水設備用硬質塩ﾋﾞ管継手 ｿｹｯﾄ 呼び径50mm 個 1 1 式 6.3
1-101 コンクリート打設(気中) 30-12-25BB m3 456 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(高炉) 30-12-25(20) B種 m3 10.2 10 m3 158,931.5

m3 456 コンクリートポンプ車 ﾄﾗｯｸ架装･ﾌﾞｰﾑ式･圧送能力90~110m3/h 日 1 280 m3 6.9H 7 110 日 軽油 554.3
1-102 コンクリート打設(水中) 水中コンクリート　30-13～18-25BB m3 94 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(高炉) 30-12-25(20) B種 m3 10.2 10 m3 32,762.2

m3 94 コンクリートポンプ車 ﾄﾗｯｸ架装･ﾌﾞｰﾑ式･圧送能力90~110m3/h 日 1 280 m3 6.9H 7 110 日 軽油 114.3

杭頭型枠② 1-103 杭頭型枠製作 16個 式 1 鋼板 SS400　PL-12t　　1,616kg kg 1616 1 式 2,643.5

16個 式 1 異形棒鋼 SD345 SD345 D13　　197kg kg 197 1 式 286.3

16個 式 1 異形棒鋼 SD345 SD345 D16　　247kg kg 247 1 式 359.0

1-104 杭頭型枠据付（陸上） 個 16 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ(排対1次) 油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型･吊上能力16t吊 日 2.2 1 式 7H 7 86 日 軽油 9,366.2

型枠② 1-105 鋼製型枠組立組外(水中含む)① 側面型枠 m2 679 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 2 100 m2 7H 7 70 日 軽油 2,941.2
1-106 鋼製型枠組立組外(水中含む)② 妻型枠 m2 68 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 2 100 m2 7H 7 70 日 軽油 294.5
1-107 木製型枠組立組外（桟橋式）（水 中） m2 139 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 100 m2 7H 7 70 日 軽油 301.0

m2 139 潜水士船運転 就8h ﾗﾝｸ1 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 運6h 日 1.5 100 m2 6H/8H 6 86 日 軽油 554.8

目地② 1-108 伸縮目地（陸上） 瀝青材　t=10mm m2 46 伸縮目地 瀝青材　t=10mm m2 100 100 m2 191.0

1-109 伸縮目地（水中） 瀝青材　t=10mm m2 9 伸縮目地 瀝青材　t=10mm m2 100 100 m2 37.4

支保② 1-110 支保工組立組外（桟橋式）（水中 ） m2 139 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ(排対1次) 油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型･吊上能力16t吊 日 2.2 1 式 7H 7 86 日 軽油 81,368.5

m2 139 潜水士船運転 就8h ﾗﾝｸ1 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 運6h 日 25 100 m2 6H/8H 6 86 日 軽油 9,246.4

m2 139 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 3.25 100 m2 5H 5 21 日 軽油 293.5

足場② 1-111 鋼製枠組足場架払 m2 679 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.3 100 m2 7H 7 70 日 軽油 441.2

鉄筋② 1-112 鉄筋加工組立（水中含む）（陸上 ） SD345　D13　エポキシ樹脂塗装 kg 10,167 異形棒鋼 SD345 D13mm 0.995kg/m kg 1030 1000 kg 15,221.1

kg 10,167 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 日 軽油 220.2

1-113 鉄筋加工組立（水中含む）（陸上 ） SD345　D16　エポキシ樹脂塗装 kg 584 異形棒鋼 SD345 D16mm 1.56kg/m kg 1030 1000 kg 874.3

kg 584 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 日 軽油 12.6

1-114 鉄筋加工組立（水中含む）（陸上 ） kg 1,772 異形棒鋼 SD345 D19mm 2.25kg/m kg 1030 1000 kg 2,652.9

kg 1,772 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 日 軽油 38.4

1-115 鉄筋加工組立（水中含む）（陸上 ） kg 1,891 異形棒鋼 SD345 D22mm 3.04kg/m kg 1030 1000 kg 2,831.0

kg 1,891 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 日 軽油 41.0

1-117 水中スタッド溶接 φ16×100L 本 768 ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ B工法 本 1000 1000 本 214,333.7

φ16×100L 本 768 ﾌｪﾙｰﾙ B工法 本 1000 1000 本 112.3

1-118 鉄筋（エポキシ樹脂塗装）運搬・ 取卸し エポキシ樹脂塗装工場から 式 1 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 11t積 日 18.5 1 式 4.7H 4.7 52 日 軽油 2,976.4

式 1 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ(排対1次) 油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型･吊上能力16t吊 日 1.6 1 式 7H 7 86 日 軽油 425.7

1-119 鉄筋（エポキシ樹脂塗装）運搬・ 取卸し エポキシ樹脂塗装工場から 式 1 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 11t積 日 27 1 式 4.7H 4.7 52 日 軽油 4,344.0

式 1 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ(排対1次) 油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型･吊上能力16t吊 日 2.2 1 式 7H 7 86 日 軽油 585.4

資材運搬 1-120 鉄筋（エポキシ樹脂塗装）運搬（海側） 海上運搬 kg 208,672 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 106027 kg 2H/8H 2 126 日 A重油 751.7

海上運搬 kg 208,672 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 100t吊 運2h 日 1 106027 kg 2H/8H 2 64 日 軽油 389.7

1-121 箱抜部PC桁連結用鋼材運搬（海側） 海上運搬 kg 44,124 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 3859 kg 2H/8H 2 126 日 A重油 4,367.2

海上運搬 kg 44,124 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 100t吊 運2h 日 1 3859 kg 2H/8H 2 64 日 軽油 2,264.1

1-122 据付調整材運搬（海側） 海上運搬 kg 27,672 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 81036 kg 2H/8H 2 126 日 A重油 130.4

海上運搬 kg 27,672 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 100t吊 運2h 日 1 81036 kg 2H/8H 2 64 日 軽油 67.6

1-123 杭頭鋼材運搬（海側） 海上運搬 kg 9,007 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 26752 kg 2H/8H 2 126 日 A重油 128.6

海上運搬 kg 9,007 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 100t吊 運2h 日 1 26752 kg 2H/8H 2 64 日 軽油 66.7

1-124 杭頭型枠運搬（海側） 海上運搬 kg 10,340 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 31255 kg 2H/8H 2 126 日 A重油 126.4

海上運搬 kg 10,340 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 100t吊 運2h 日 1 31255 kg 2H/8H 2 64 日 軽油 65.5

1-125 係船曲柱運搬（海側） 海上運搬 kg 16,740 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 6680 kg 2H/8H 2 126 日 A重油 957.1

海上運搬 kg 16,740 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 100t吊 運2h 日 1 6680 kg 2H/8H 2 64 日 軽油 496.2

杭頭中詰コン
クリート

渡版受部基礎
コンクリート

水中スタッド
溶接
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PC床版工 1-126 PC桁製作・運搬① B-1工区海側標桁（c-1）工場製作＋運搬 m2 1,190 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.8 100 m2 7H 7 60 日 軽油 1,767.3

B-1工区海側標桁（c-1）工場製作＋運搬 kg 66,814 異形棒鋼 SD295 D10mm～D35mm kg 1020 1000 kg 99,055.8

B-1工区海側標桁（c-1）工場製作＋運搬 kg 66,814 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 60 日 軽油 1,240.3

B-1工区海側標桁（c-1）工場製作＋運搬 kg 6,955 PC鋼より線 SWPR7BL 7本より15.2mm kg 1000 1000 kg 29,615.2

B-1工区海側標桁（c-1）工場製作＋運搬 kg 619 シース φ45 kg 0.4 1 m 371.7

B-1工区海側標桁（c-1）工場製作＋運搬 m3 165 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(普通) 50N/mm2 m3 10.1 10 m3 57,013.3

B-1工区海側標桁（c-1）工場製作＋運搬 t 414 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 32t積 日 0.094 1 t 4.7H 4.7 113 日 軽油 13,591.4

1-127 PC桁製作・運搬② B-1工区海側外桁（c-1）工場製作＋運搬 m2 85 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.8 100 m2 7H 7 60 日 軽油 126.2

B-1工区海側外桁（c-1）工場製作＋運搬 kg 4,772 異形棒鋼 SD295 D10mm～D35mm kg 1020 1000 kg 7,075.4

B-1工区海側外桁（c-1）工場製作＋運搬 kg 4,772 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 60 日 軽油 88.6

B-1工区海側外桁（c-1）工場製作＋運搬 kg 497 PC鋼より線 SWPR7BL 7本より15.2mm kg 1000 1000 kg 2,115.4

B-1工区海側外桁（c-1）工場製作＋運搬 kg 44 シース φ45 kg 0.4 1 m 26.6

B-1工区海側外桁（c-1）工場製作＋運搬 m3 12 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(普通) 50N/mm2 m3 10.1 10 m3 4,072.4

B-1工区海側外桁（c-1）工場製作＋運搬 t 30 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 32t積 日 0.094 1 t 6.3H 6.3 113 日 軽油 988.6

1-128 PC桁製作・運搬③ B-1工区陸側標準桁（c-2）工場製作＋運搬 m2 750 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.8 100 m2 7H 7 60 日 軽油 1,114.4

i B-1工区陸側標準桁（c-2）工場製作＋運搬 kg 55,586 異形棒鋼 SD295 D10mm～D35mm kg 1020 1000 kg 82,409.5

B-1工区陸側標準桁（c-2）工場製作＋運搬 kg 55,586 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 60 日 軽油 1,031.9

B-1工区陸側標準桁（c-2）工場製作＋運搬 kg 4,514 PC鋼より線 SWPR7BL 7本より15.2mm kg 1000 1000 kg 19,218.9

B-1工区陸側標準桁（c-2）工場製作＋運搬 kg 392 シース φ42 kg 0.37 1 m 217.8

B-1工区陸側標準桁（c-2）工場製作＋運搬 m3 106 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(普通) 50N/mm2 m3 10.1 10 m3 36,720.4

B-1工区陸側標準桁（c-2）工場製作＋運搬 t 239 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 32t積 日 0.086 1 t 6.3H 6.3 113 日 軽油 7,198.2

1-129 PC桁製作・運搬④ B-1工区陸側外桁（c-2）工場製作＋運搬 m2 54 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.8 100 m2 7H 7 60 日 軽油 79.6

B-1工区陸側外桁（c-2）工場製作＋運搬 kg 3,970 異形棒鋼 SD295 D10mm～D35mm kg 1020 1000 kg 5,886.4

B-1工区陸側外桁（c-2）工場製作＋運搬 kg 3,970 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 60 日 軽油 73.7

i B-1工区陸側外桁（c-2）工場製作＋運搬 m2 322 PC鋼より線 SWPR7BL 7本より15.2mm kg 1000 1000 kg 1,372.8

B-1工区陸側外桁（c-2）工場製作＋運搬 m2 28 シース φ42 kg 0.37 1 m 15.6

B-1工区陸側外桁（c-2）工場製作＋運搬 m3 8 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(普通) 50N/mm2 m3 10.1 10 m3 2,622.9

B-1工区陸側外桁（c-2）工場製作＋運搬 t 17 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 32t積 日 0.086 1 t 6.3H 6.3 113 日 軽油 522.0

1-130 PC桁製作・運搬⑤ B-1工区海側鋼材定着桁（d-1）工場製作＋運搬 m2 128 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.8 100 m2 7H 7 60 日 軽油 189.4

B-1工区海側鋼材定着桁（d-1）工場製作＋運搬 kg 7,159 異形棒鋼 SD295 D10mm～D35mm kg 1020 1000 kg 14,227.5

i B-1工区海側鋼材定着桁（d-1）工場製作＋運搬 kg 7,159 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 60 日 軽油 132.9

B-1工区海側鋼材定着桁（d-1）工場製作＋運搬 kg 745 PC鋼より線 SWPR7BL 7本より15.2mm kg 1000 1000 kg 3,173.1

B-1工区海側鋼材定着桁（d-1）工場製作＋運搬 m2 66 シース φ45 kg 0.4 1 m 39.8

B-1工区海側鋼材定着桁（d-1）工場製作＋運搬 m3 18 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(普通) 50N/mm2 m3 10.1 10 m3 160,376.9

B-1工区海側鋼材定着桁（d-1）工場製作＋運搬 t 44 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 32t積 日 0.094 1 t 6.3H 6.3 113 日 軽油 1,456.2

1-131 PC桁製作・運搬⑥ B-1工区陸側鋼材定着桁（d-2）工場製作＋運搬 m2 80 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.8 100 m2 7H 7 60 日 軽油 119.4

B-1工区陸側鋼材定着桁（d-2）工場製作＋運搬 kg 5,956 異形棒鋼 SD295 D10mm～D35mm kg 1020 1000 kg 73,952.9

B-1工区陸側鋼材定着桁（d-2）工場製作＋運搬 kg 5,956 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 60 日 軽油 110.6

B-1工区陸側鋼材定着桁（d-2）工場製作＋運搬 m2 484 PC鋼より線 SWPR7BL 7本より15.2mm kg 1000 1000 kg 2,059.2

B-1工区陸側鋼材定着桁（d-2）工場製作＋運搬 m2 42 シース φ42 kg 0.37 1 m 23.3

B-1工区陸側鋼材定着桁（d-2）工場製作＋運搬 m3 11 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(普通) 50N/mm2 m3 10.1 10 m3 691.2

B-1工区陸側鋼材定着桁（d-2）工場製作＋運搬 t 26 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 32t積 日 0.086 1 t 6.3H 6.3 113 日 軽油 771.2

1-132 A工区海側標準桁陸上運搬 PC桁据付 本 112 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 20t積 日 0.066 1 t 6.3H 6.3 113 日 軽油 2,584.4

1-133 PC桁据付① A工区海側標準桁(a-1)陸上施工 本 112 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 200t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 11 本 7H 7 126 日 軽油 3,969.3

1-134 A工区海側外桁陸上運搬 本 8 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 20t積 日 0.066 1 t 4.7H 4.7 113 日 軽油 184.6

1-135 PC桁据付② A工区海側外桁(a-1)陸上施工 本 8 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 200t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 10 本 7H 7 126 日 軽油 311.9

1-136 A工区陸側標準桁陸上運搬 本 112 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 11t積 日 0.098 1 t 4.7H 4.7 52 日 軽油 1,765.9

1-137 PC桁据付③ A工区陸側標準桁(a-2)陸上施工 本 112 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 12 本 7H 7 112 日 軽油 3,234.3

1-138 A工区陸側外桁陸上運搬 本 8 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 11t積 日 0.098 1 t 4.7H 4.7 52 日 軽油 126.1

1-139 PC桁据付④ A工区陸側外桁(a-2)陸上施工 本 8 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 12 本 7H 7 112 日 軽油 231.0

1-140 A工区海側鋼材定着桁陸上運搬 本 12 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 20t積 日 0.066 1 t 6.3H 6.3 113 日 軽油 276.9

1-141 PC桁据付⑤ 1-141 PC桁据付⑤ 本 12 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 200t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 11 本 7H 7 126 日 軽油 425.3

1-142 A工区陸側鋼材定着桁陸上運搬 本 12 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 11t積 日 0.098 1 t 4.7H 4.7 52 日 軽油 189.2

1-143 PC桁据付⑥ A工区陸側鋼材定着桁(b-2)陸上施工 本 12 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 12 本 7H 7 112 日 軽油 346.5

1-144 A工区PC桁現場積込 本 264 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ 100t吊 日 0.043 1 本 7H 7 78 日 軽油 2,739.6

1-145 PC桁据付⑦ A'工区海側標準桁(h-1)海上施工 本 56 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D70t吊 運6h 日 1 4.8 本 6H/8H 6 269 日 A重油 9,513.2

A'工区海側標準桁(h-1)海上施工 本 56 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 4.8 本 2H/8H 2 126 日 A重油 4,456.0

1-146 PC桁据付⑧ A'工区海側外桁(h-1)海上施工 本 4 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D70t吊 運6h 日 1 4.8 本 6H/8H 6 269 日 A重油 679.5

A'工区海側外桁(h-1)海上施工 本 4 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 4.8 本 2H/8H 2 126 日 A重油 318.3

1-147 PC桁据付⑨ A'工区海側鋼材定着桁(i-1)海上施工 本 6 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D70t吊 運6h 日 1 4.8 本 6H/8H 6 269 日 A重油 1,019.3

A'工区海側鋼材定着桁(i-1)海上施工 本 6 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 4.8 本 2H/8H 2 126 日 A重油 477.4

1-148 A'工区海側桁転置 本 66 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 79 個 7H 7 112 日 軽油 289.5

1-149 PC桁据付⑩ A'工区陸側標準桁(h-2)海上施工 本 56 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D250t吊 運6h 日 1 5.2 本 6H/8H 6 844 日 A重油 27,552.2

PC桁製作・運
搬
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A'工区陸側標準桁(h-2)海上施工 本 56 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D1000PS型 運2h 日 1 5.2 本 2H/8H 2 228 日 A重油 7,443.0

1-150 PC桁据付⑪ A'工区陸側外桁(h-2)海上施工 本 4 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D250t吊 運6h 日 1 5.2 本 6H/8H 6 844 日 A重油 1,968.0

A'工区陸側外桁(h-2)海上施工 本 4 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D1000PS型 運2h 日 1 5.2 本 2H/8H 2 228 日 A重油 531.6

1-151 PC桁据付⑫ A'工区陸側鋼材定着桁(i-2)海上施工 本 6 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D250t吊 運6h 日 1 5.2 本 6H/8H 6 844 日 A重油 2,952.0

A'工区陸側鋼材定着桁(i-2)海上施工 本 6 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D1000PS型 運2h 日 1 5.2 本 2H/8H 2 228 日 A重油 797.5

1-152 PC桁据付⑬ C工区海側標準桁(j-1)海上施工 本 24 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D70t吊 運6h 日 1 4.8 本 6H/8H 6 269 日 A重油 4,077.1

C工区海側標準桁(j-1)海上施工 本 24 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 4.8 本 2H/8H 2 126 日 A重油 1,909.7

1-153 PC桁据付⑭ C工区海側外桁(j-1)海上施工 本 2 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D70t吊 運6h 日 1 4.8 本 6H/8H 6 269 日 A重油 339.8

C工区海側外桁(j-1)海上施工 本 2 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 4.8 本 2H/8H 2 126 日 A重油 159.1

1-154 PC桁据付⑮ C工区海側鋼材定着桁(k-1)海上施工 本 3 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D70t吊 運6h 日 1 4.8 本 6H/8H 6 269 日 A重油 509.6

C工区海側鋼材定着桁(k-1)海上施工 本 3 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D550PS型 運2h 日 1 4.8 本 2H/8H 2 126 日 A重油 238.7

1-155 C工区海側桁転置 本 29 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 79 個 7H 7 112 日 軽油 127.2

1-156 PC桁据付⑯ C工区陸側標準桁(j-2)海上施工 本 24 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D250t吊 運6h 日 1 5.2 本 6H/8H 6 844 日 A重油 11,808.1

C工区陸側標準桁(j-2)海上施工 本 24 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D1000PS型 運2h 日 1 5.2 本 2H/8H 2 228 日 A重油 3,189.9

1-157 PC桁据付⑰ C工区陸側外桁(j-2)海上施工 本 2 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D250t吊 運6h 日 1 5.2 本 6H/8H 6 844 日 A重油 984.0

C工区陸側外桁(j-2)海上施工 本 2 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D1000PS型 運2h 日 1 5.2 本 2H/8H 2 228 日 A重油 265.8

1-158 PC桁据付⑱ C工区陸側鋼材定着桁(k-2)海上施工 本 3 非航起重機船運転 就8h ﾗﾝｸ1 旋回･鋼D250t吊 運6h 日 1 5.2 本 6H/8H 6 844 日 A重油 1,476.0

C工区陸側鋼材定着桁(k-2)海上施工 本 3 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D1000PS型 運2h 日 1 5.2 本 2H/8H 2 228 日 A重油 398.7

1-159 PC桁据付⑲ B-1工区海側標準桁(c-1)陸上施工 本 28 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 200t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 5.2 本 7H 7 126 日 軽油 2,099.2

1-160 PC桁据付⑳ B-1工区海側外桁(c-1)陸上施工 本 2 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 200t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 5.2 本 7H 7 126 日 軽油 149.9

1-161 PC桁据付㉑ B-1工区陸側標準桁(c-2)陸上施工 本 28 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 5.2 本 7H 7 112 日 軽油 1,865.9

1-162 PC桁据付㉒ B-1工区陸側外桁(c-2)陸上施工 本 2 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 5.2 本 7H 7 112 日 軽油 133.3

1-163 PC桁据付㉓ B-1工区海側鋼材定着桁(d-1)陸上施工 本 3 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 200t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 5.2 本 7H 7 126 日 軽油 224.9

1-164 PC桁据付㉔ B-1工区陸側鋼材定着桁(d-2)陸上施工 本 3 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 100t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 5.2 本 7H 7 112 日 軽油 199.9

足場設置 1-165 側部足場 m 204 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 25t吊 日 0.007 1 m2 7H 7 119 日 軽油 525.8

桁部支承 1-167 支承据付 ゴム支承　150×10 m 768 ゴム支承　150×10 ｔ10mm×w150mm　10m m 10 10 m 3.2

1-168 沓座モルタル（材料） 無収縮モルタル（1:1） m3 10 無収縮材(ﾌﾟﾚﾐｯｸｽ) ﾃﾞﾝｶﾊｲﾌﾟﾚﾀｽｺﾝT-1 kg 1875 1 m3 14,227.5

横組 1-170 横桁コンクリート打設 30-12-25H m3 447 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(早強) 30-12-25(20) m3 10.5 10 m3 160,376.9

m3 447 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 標準運転時間 ﾄﾗｯｸ架装･ﾌﾞｰﾑ式･圧送能力90~110m3/h 時間 1.5 10 m3 1.5H 1.5 16 h 軽油 4,978.9

1-171 桁間底型枠組立 高密度ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製、幅40mm m 6,016 高密度ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製、幅40mm m 1 1 m 1,987.5

横組 1-172 端型枠 木製型枠（重力式） m2 115 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 2 100 m2 7H 7 70 日 軽油 498.1

PC鋼材組立（1S28.6mm） PC鋼より線　SWPR19L m 4,766.0 PC鋼より線　SWPR19L 1S28.6(SWPR19) kg 444 100 m 90,103.7
シース m 4,766.0 シース スパイラル　径38 m 26.5 100 m 493.1
グラウト材料 m 4,766.0 グラウト材料 普通ポルトランドセメント kg 158.6 100 m 5,735.7
グラウト材料 m 4,766.0 グラウト材料 PCグラウト用混和剤　標準混和量　1.0% kg 1.6 100 m 57.9

PC鋼材組立（1S21.8mm） PC鋼より線　SWPR19L m 6,680.0 PC鋼より線　SWPR19L 1S21.8(SWPR19) kg 260 100 m 73,952.9
シース m 6,680.0 シース スパイラル　径38 m 26.5 100 m 691.2
グラウト材料 m 6,680.0 グラウト材料 普通ポルトランドセメント kg 158.6 100 m 8,039.1
グラウト材料 m 6,680.0 グラウト材料 PCグラウト用混和剤　標準混和量　1.0% kg 1.6 100 m 81.1

PC緊張（1S28.6mm） 定着具　1S28.6用90° 本 196.0 定着具　2組/1本　1S21.6用90° シングルストランド工法（後付用） 個 20 10 本 1,965.7
PC緊張（1S21.8mm） 定着具　1S21.8用90° 本 282.0 定着具　2組/1本　1S28.6用90° シングルストランド工法（後付用） 個 20 10 本 2,828.2
空気抜き孔工 空気抜き孔（海側(A工区,B-1工区)） 本 50.0 空気抜き孔 □100×40、φ6 本 1 1 本 316.7

空気抜き孔（陸側(A工区,B-1工区)） 本 50.0 空気抜き孔 □100×40、φ6 本 1 1 本 293.7
空気抜き孔（海陸側(A'工区,C工区)） 本 56.0 空気抜き孔 □100×40、φ6 本 1 1 本 431.9

地覆 1-178 地覆コンクリート打設 30-12-25BB m3 81 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(高炉) 30-12-25(20) B種 m3 1 1 m3 27,677.7

m3 447 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 標準運転時間 ﾄﾗｯｸ架装･ﾌﾞｰﾑ式･圧送能力90~110m3/h 時間 0.019 1 m3 6.9H 6.9 16 軽油 420.4

1-179 木製型枠組立組外(重力式) m2 81 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 1 100 m2 7H 7 70 軽油 175.4

1-180 鉄筋材料 SD345　D25　M22ネジ切り 式 1 SD345　D25　M22ネジ切り L=315 本 3764 1 式 70 6,859.0

式 1 SD345　D25　M22ネジ切り L=220 本 604 1 式 768.7

式 1 SD345　D25　M22ネジ切り L=295 本 568 1 式 969.3

1-181 鉄筋加工組立（陸上） SD345　D25　M22ネジ切り kg 5,900 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 軽油 127.8

1-182 鉄筋加工組立（陸上） SD345　D13 kg 6,650 異形棒鋼 SD345 D13mm 0.995kg/m t 1.03 1000 kg 9,955.7

SD345　D13 kg 6,650 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.1 1000 kg 7H 7 70 軽油 144.0

1-183 伸縮目地 瀝青材、t=10mm m2 143 瀝青材、t=10mm m2 1 1 m2 593.7

舗装工 防水工 1-184 防水工 防水層　シート系 m2 76 床版排水(ﾄﾞﾚｰﾝ)材数量　ｽﾊﾟｲﾗﾙﾄﾞﾚｰﾝφ18 m 54 100 m2 32.1

m2 76 床版排水(ﾄﾞﾚｰﾝ)材数量　ﾄﾞﾚｰﾝﾊﾟｲﾌﾟ L=1920（95°ｴﾙﾎﾞ×2付） m 87 100 m2 51.7

m2 76 床版排水(ﾄﾞﾚｰﾝ)材数量　ﾄﾞﾚｰﾝﾊﾟｲﾌﾟ L=1860（95°ｴﾙﾎﾞ×2付） m 39 100 m2 23.2

m2 76 目地材数量　端部目地処理 ｼﾙﾊﾞｰﾒｯｼｭ同等品以上 m 504 100 m2 0.9

m2 76 目地材数量　成形目地材 ｾﾛｼｰﾙSS同等品以上 t=5mm m 54 100 m2 8.5

1-185 半たわみ性舗装① 1層目　t=50mm m2 4,243 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 開粒度ｱｽｺﾝ(20) t 0.104 1 m2 3,540.3

m2 4,243 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 舗装幅2.3~6m 日 0.0005 1 m2 51 軽油 334.8

m2 4,243 ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ･ﾏｶﾀﾞﾑ 質量10~12t 日 0.0006 1 m2 34 軽油 267.8

m2 4,243 ﾀｲﾔﾛｰﾗ 質量8~20t 日 0.0006 1 m2 33 軽油 259.9

1-186 半たわみ性舗装② 2層目　t=50mm m2 4,243 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 開粒度ｱｽｺﾝ(20) t 0.104 1 m2 3,540.3

m2 4,243 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 舗装幅2.3~6m 日 0.0005 1 m2 51 軽油 334.8

半たわみ性舗
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m2 4,243 ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ･ﾏｶﾀﾞﾑ 質量10~12t 日 0.0006 1 m2 34 軽油 267.8

m2 4,243 ﾀｲﾔﾛｰﾗ 質量8~20t 日 0.0006 1 m2 33 軽油 259.9

1-187 ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸ浸透 m2 4,243 散水車 ﾄﾗｯｸ架装型･ﾀﾝｸ容量3800L 日 0.1 100 m2 5.5H 5.5 20 軽油 262.6

m2 4,243 ｸﾞﾗｳﾄﾐｷｻ 内燃 上下2槽式･撹拌容量200L*2 日 0.1 100 m2 6H 6 2 軽油 26.3

m2 4,243 ﾄﾗｯｸ ｸﾚｰﾝ装置付･積載質量4t積･2.0t吊 日 0.1 100 m2 4.7H 4.7 22 軽油 288.8

m2 4,243 振動ﾛｰﾗ(排対1次) 搭乗･ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ式･質量3.0~4.0t 日 0.1 100 m2 4H 4 12 軽油 157.5

付属工 係船柱工 係船曲柱 1-188 係船曲柱取付 1000kN型 基 8 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 35~40t吊 運2h 日 1 1 基 2H/8H 2 31 軽油 767.3

1000kN型 基 8 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 1 基 2H/8H 2 69 A重油 1,673.3

1000kN型 基 8 係船曲柱 1000kN型 kg 1670 1 基 75,994.4

1-191 係船曲柱取付 2000kN型 基 1 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 35~40t吊 運2h 日 1 1 基 2H/8H 2 31 軽油 94.0

1 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 1 1 基 2H/8H 2 69 A重油 209.2

防舷材工 防舷材 1-194 防舷材取付 受衝板付　1450H 基 2 防げん材 V型 本体 H150mm×L1m m 20.3 14 基 16.4

基 2 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 16t吊 日 1 14 基 7H 7 86 日 軽油 38.0

1-195 埋込栓取付 先付け　1450H 基 2 防げん材 V型 埋込栓(埋込金具) H150mm×L1m 埋込本数4本 セット 12 4 基 27.2

1-196 梯子取付 防衝ﾀｲﾌﾟ 150H×2700L＋補助ﾀﾗｯﾌﾟ 2100L 基 1 防げん材 ｺﾞﾑ製ﾀﾗｯﾌﾟ 本体 150mm×2.7m埋込金具付 組 14 14 基 12.2

基 1 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 16t吊 日 1 14 基 7H 7 86 日 軽油 19.0

防衝ﾀｲﾌﾟ 150H×2700L＋補助ﾀﾗｯﾌﾟ 2100L 基 1 防げん材 ｺﾞﾑ製ﾀﾗｯﾌﾟ 補助梯子 呼び長さ2100mm 段数7 組 14 14 基 906.8

1-197 埋込栓取付（梯子） 先付け 基 1 防げん材 V型 埋込栓(埋込金具) H250mm×L1m 埋込本数4本 セット 252 14 基 81.5

渡版工 1-198 渡版取付 A工区、B-1工区 m 125 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 16t吊 日 1 84 個 7H 7 86 日 軽油 396.0

1-199 渡版取付 C工区、A'工区 m 72 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 16t吊 日 1 84 個 7H 7 86 日 軽油 228.1

1-201 渡版取付部取付 A工区、B-1工区 m 125 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 16t吊 日 1 84 個 7H 7 86 日 軽油 396.0

1-202 渡版取付部取付 C工区、A'工区 m 72 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 16t吊 日 1 84 個 7H 7 86 日 軽油 228.1

1-204 渡版支承部取付 A工区、B-1工区 m 125 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 16t吊 日 1 84 個 7H 7 86 日 軽油 396.0

1-205 高さ調整モルタル A工区、B-1工区 m3 2 高炉ｾﾒﾝﾄ B種 25kg入袋物 t 0.53 1 m3 804.3

m3 2 洗い砂 粒径5~0mm 細目 m3 1.05 1 m3 38.9

1-206 渡版支承部（支承桁）取付 個 249 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 16t吊 日 1 84 個 7H 7 86 日 軽油 788.7

1-207 支承桁溶接 すみ肉　9mm　下向き m 126 溶接機(排対1次) 陸上 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A m 10.3 10.3 m 5H 5 25 軽油 9,746.1

1-209 アンカーボルト・ナット φ16,L=460（SS400）溶融亜鉛メッキ2種55 組 144 アンカーボルト・ナット φ16,L=460（SS400）溶融亜鉛メッキ2種55 311.9

1-210 渡版支承部取付 C工区及びA'工区 m 72 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 16t吊 日 1 84 個 7H 7 86 日 軽油 228.1

1-211 高さ調整モルタル A工区、B-1工区 m3 1 高炉ｾﾒﾝﾄ B種 25kg入袋物 t 0.53 1 m3 402.2

m3 1 洗い砂 粒径5~0mm 細目 m3 1.05 1 m3 19.5

車止め 1-213 車止取付 角形鋼管製　180H×150 m 172 角形鋼管製 180H×150 m 1 1 m 17,123.6
コーナー保護
金物

1-214 コーナー保護金物 アルミ製　100H×100W m 197 アルミ製　 100H×100W m 1 1 m 0.1

1-215 レールダクト運搬・取卸し 式 1 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 8t積 日 0.74 1 式 4.7H 4.7 38 軽油 87.0

式 1 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.12 1 式 7H 7 70 軽油 26.0

1-217 ケーブルダクト運搬・取卸し 式 1 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 8t積 日 2.1 1 式 4.7H 4.7 38 軽油 246.9

式 1 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t吊ｵﾍﾟﾚｰﾀ付要分組日当たり 日 0.36 1 式 7H 7 70 軽油 78.0

防食工 1-219 取付金具製作（桟橋部） 3.5A×50年型 組 275 [-150*75*6.5*10 L=310mm 個 60 30 個 137.3

1-221 陽極取付（桟橋部） 3.5A×50年型 個 275 陽極 3.5A×50年型 本 14 14 個 1,081.1

3.5A×50年型 個 275 潜水士船(2人潜水方式(交互))運転 就8h ﾗﾝｸ1 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 運6h 日 1 14 個 6H/8H 6 86 軽油 5,226.7

3.5A×50年型 個 275 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 35~40t吊 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 31 軽油 753.6

3.5A×50年型 個 275 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 69 A重油 1,643.4

3.5A×50年型 個 275 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 14 個 5H 5 21 軽油 1,276.3

1-222 取付金具製作（桟橋部） 組 66 [-150*75*6.5*10 L=310mm 個 60 30 個 137.3

1-224 陽極取付（桟橋部） 3.5A×50年型 個 66 陽極 3.5A×50年型 本 14 14 個 259.5

3.5A×50年型 個 66 潜水士船(2人潜水方式(交互))運転 就8h ﾗﾝｸ1 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 運6h 日 1 14 個 6H/8H 6 86 軽油 1,254.4

3.5A×50年型 個 66 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 35~40t吊 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 31 軽油 180.9

3.5A×50年型 個 66 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 69 A重油 394.4

3.5A×50年型 個 66 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 14 個 5H 5 21 軽油 306.3

1-226 取付金具製作（桟橋部） 3.5A×50年型 組 22 [-150*75*6.5*10 L=310mm 個 60 30 個 137.3

1-227 陽極取付（渡版受部） 3.5A×50年型 個 22 陽極 3.5A×50年型 本 14 14 個 86.5

3.5A×50年型 個 22 潜水士船(2人潜水方式(交互))運転 就8h ﾗﾝｸ1 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 運6h 日 1 14 個 6H/8H 6 86 軽油 418.1

3.5A×50年型 個 22 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 35~40t吊 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 31 軽油 60.3

3.5A×50年型 個 22 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 69 A重油 131.5

3.5A×50年型 個 22 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 14 個 5H 5 21 軽油 102.1

1-228 取付金具製作（桟橋部） 2.5A×50年型 組 80 [-150*75*6.5*10 L=310mm 個 60 30 個 137.3

1-230 陽極取付（桟橋部） 2.5A×50年型 個 80 陽極 2.5A×50年型 本 14 14 個 314.5

2.5A×50年型 個 80 潜水士船(2人潜水方式(交互))運転 就8h ﾗﾝｸ1 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 運6h 日 1 14 個 6H/8H 6 86 軽油 1,520.5

2.5A×50年型 個 80 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 35~40t吊 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 31 軽油 219.2

2.5A×50年型 個 80 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 69 A重油 478.1

2.5A×50年型 個 80 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 14 個 5H 5 21 軽油 371.3

1-231 取付金具製作（渡版受部） 2.5A×50年型 個 11 [-150*75*6.5*10 L=310mm 個 60 30 個 137.3

1-233 陽極取付（渡版受部） 2.5A×50年型 個 11 陽極 2.5A×50年型 本 14 14 個 43.2

セメントミル
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2.5A×50年型 個 11 潜水士船(2人潜水方式(交互))運転 就8h ﾗﾝｸ1 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 運6h 日 1 14 個 6H/8H 6 86 軽油 209.1

2.5A×50年型 個 11 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 35~40t吊 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 31 軽油 30.1

2.5A×50年型 個 11 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 69 A重油 65.7

2.5A×50年型 個 11 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 14 個 5H 5 21 軽油 51.1

1-234 取付金具製作（渡版受部） 3.5A×50年型 個 11 [-150*75*6.5*10 L=310mm 個 60 30 個 137.3

1-236 陽極取付（渡版受部） 3.5A×50年型 個 11 陽極 2.5A×50年型 本 14 14 個 43.2

3.5A×50年型 個 11 潜水士船(2人潜水方式(交互))運転 就8h ﾗﾝｸ1 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 運6h 日 1 14 個 6H/8H 6 86 軽油 209.1

3.5A×50年型 個 11 ｸﾚｰﾝ付台船運転 就8h ﾗﾝｸ1 35~40t吊 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 31 軽油 30.1

3.5A×50年型 個 11 引船運転 就8h ﾗﾝｸ1 鋼D300PS型 運2h 日 0.4 14 個 2H/8H 2 69 A重油 65.7

3.5A×50年型 個 11 溶接機(排対1次) 海上 ﾗﾝｸ1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付･最大溶接電流300A 日 1 14 個 5H 5 21 軽油 51.1
電位測定装置
（桟橋部）

1-237 電位測定装置取付（桟橋部） SUS304 個 11 電位測定端子 簡易型 SUS304 個 2 2 個 0.5

1-238 被覆防食 ペトロラタム系マスチック充填有、H=2500mm m2 78 防食ｶﾊﾞｰ m2 100 100 m2 491.4

ペトロラタム系マスチック充填有、H=2500mm m2 78 ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 4t積2.9t吊 日 6.7 100 m2 5.8H 5.8 33 軽油 533.6

1-239 被覆防食 ペトロラタム系マスチック充填有、H=1700mm m2 10 防食ｶﾊﾞｰ m2 100 100 m2 63.0

ペトロラタム系マスチック充填有、H=1700mm m2 10 ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 4t積2.9t吊 日 6.7 100 m2 5.8H 5.8 33 軽油 68.4

1-240 端部処理 鋼管矢板 m 74 ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 4t積2.9t吊 日 2.9 100 m 5.8H 5.8 33 軽油 219.1

1-241 足場設置・撤去 鋼管矢板 m 24 ｲﾝｻｰﾄｱﾝｶｰ I-16 M16×長60mm <日本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ> 本 11 100 m 0.8

鋼管矢板 m 24 ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 4t積2.9t吊 日 3.9 100 m 5.8H 5.8 33 軽油 95.6

土工 埋戻し 1-242 埋戻し 機械施工 m3 823 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 普通15t級(13~16t) 日 0.006 1 m3 5H 5 77 日 軽油 1,176.4

m3 823 ﾊﾞｯｸﾎｳ ｸﾛｰﾗ型･山積0.8 m3(平積0.6 m3) 日 0.005 1 m3 6.3H 6.3 100 日 軽油 1,273.2

1-243 埋戻し 人力施工 m3 31 ﾊﾞｯｸﾎｳ ｸﾛｰﾗ型･山積0.28m3(平0.2 m3)後方超小旋回 日 0.039 1 m3 6.3H 6.3 40 日 軽油 149.6

m3 31 ﾗﾝﾏ 質量60~80kg 日 0.044 1 m3 5H 5 5 日 ガソリン 20.3

土砂積込 1-244 土砂積込(流用土) m3 950 ﾊﾞｯｸﾎｳ ｸﾛｰﾗ型･山積0.8 m3(平積0.6 m3) 日 0.004 1 m3 6.3H 6.3 100 日 軽油 1,175.7

土砂等運搬 1-245 土砂運搬（流用土） m3 950 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ･積載質量10t積級 良好 日 0.016 1 m3 5.9H 5.9 62 日 軽油 2,915.8

路床盛土 1-246 路床盛土 機械施工 m3 4,150 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ他 湿地 7t級 日 0.005 1 m3 5H 5 41 日 軽油 2,632.2

m3 4,150 振動ﾛｰﾗ(土工用) ﾌﾗｯﾄｼﾝｸﾞﾙﾄﾞﾗﾑ型 11~12t 日 0.005 1 m3 5H 5 82 日 軽油 5,264.4

1-247 路床盛土 人力施工 m3 160 振動ﾛｰﾗ･ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式 0.8~1.1t 日 0.033 1 m3 4H 4 6 日 軽油 98.0

土砂積込 1-248 土砂積込(流用土) 設計CBR20以上 m3 4,788 ﾊﾞｯｸﾎｳ ｸﾛｰﾗ型･山積0.8 m3(平積0.6 m3) 日 0.004 1 m3 4H 4 100 日 軽油 5,925.6

土砂運搬 1-249 土砂等運搬（流用土） 設計CBR20以上 m3 4,788 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ･積載質量10t積級 良好 日 0.016 1 m3 4H 4 62 日 軽油 14,695.6

舗装工 路床工 不陸整正 1-250 不陸整正 機械施工 m3 3,843 ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ 土工用･ﾌﾞﾚｰﾄﾞ幅3.1m 日 0.0008 1 m3 4H 4 50 日 軽油 475.6

m3 3,843 ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ ﾏｶﾀﾞﾑ･質量10t･締固め幅2.1m 日 0.0008 1 m3 4H 4 34 日 軽油 323.4

m3 3,843 ﾀｲﾔﾛｰﾗ 質量8~20t 日 0.0008 1 m3 4H 4 33 日 軽油 313.9

1-251 不陸整正 人力施工 m3 162 振動ﾛｰﾗ(排対1次) 搭乗･ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ式･質量3.0~4.0t 日 1 528 m2 4H 4 13 日 軽油 12.3

下層路盤 1-252 下層路盤 ｔ＝20cm m2 4,005 水硬性粒度調整鉄鋼ｽﾗｸﾞ HMS-25 高炉 m3 274 1000 m2 22,010.0

ｔ＝20cm m2 4,005 ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ(排対1次) 5.4h 土工用･ﾌﾞﾚｰﾄﾞ幅3.1m 日 0.5 1000 m2 5.4H 5.4 50 軽油 309.8

ｔ＝20cm m2 4,005 ﾀｲﾔﾛｰﾗ(排対1次) 5.4h 普通型･質量8~20t 日 0.8 1000 m2 5.4H 5.4 32 軽油 317.2

ｔ＝20cm m2 4,005 ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ(排対1次) 5.1h ﾏｶﾀﾞﾑ･質量10~12t･締固め幅2.1m 日 0.4 1000 m2 5.1H 5.1 34 軽油 168.5

上層路盤 1-253 上層路盤 ｔ＝10cm m2 4,001 瀝青安定処理材 瀝青安定処理材(40) t 0.252 1 m2 209,313.1

ｔ＝10cm m2 4,001 ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤 L 1.26 1 m2 2,093.1

ｔ＝10cm m2 4,001 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 舗装幅2.3~6m 日 0.00004 1 m2 5.0H 5 51 軽油 25.3

ｔ＝10cm m2 4,001 ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ ﾏｶﾀﾞﾑ･質量10~12t 日 0.00004 1 m2 5.0H 5 34 軽油 16.8

ｔ＝10cm m2 4,001 ﾀｲﾔﾛｰﾗ 質量8~20t 日 0.00004 1 m2 5.0H 5 33 軽油 16.3

基層 1-254 基層 ｔ＝5cm m2 4,000 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 粗粒度20 t 246.75 2000 m2 3,959.3

ｔ＝5cm m2 4,000 ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤 PK3 ﾌﾟﾗｲﾑｺｰﾄ用 L 620 2000 m2 514.8

ｔ＝5cm m2 4,000 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ(排対1次) 5h 全自動ｸﾛｰﾗ型2.4~6.0m 日 1 2000 m2 5H 5 60 軽油 371.3

ｔ＝5cm m2 4,000 ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ(排対1次) 2h ﾏｶﾀﾞﾑ･質量10~12t･締固め幅2.1m 日 1 2000 m2 2H 2 13 軽油 80.4

ｔ＝5cm m2 4,000 ﾀｲﾔﾛｰﾗ(排対1次) 4h 普通型･質量8~20t 日 1 2000 m2 4H 4 24 軽油 148.5

表層 1-255 表層 ｔ＝5cm m2 3,998 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 密粒度20 t 243.6 2000 m2 3,906.8

ｔ＝5cm m2 3,998 ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤 PK4 ﾀｯｸｺｰﾄ用 L 620 2000 m2 514.6

ｔ＝5cm m2 3,998 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ(排対1次) 5h 全自動ｸﾛｰﾗ型2.4~6.0m 日 1 2000 m2 5H 5 60 軽油 371.1

ｔ＝5cm m2 3,998 ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ(排対1次) 2h ﾏｶﾀﾞﾑ･質量10~12t･締固め幅2.1m 日 1 2000 m2 2H 2 13 軽油 80.4

ｔ＝5cm m2 3,998 ﾀｲﾔﾛｰﾗ(排対1次) 4h 普通型･質量8~20t 日 1 2000 m2 4H 4 24 軽油 148.4

電線管布設 1-256 電線管布設 波付硬質ポリエチレン管　FEPφ100　15条 m 152 波付硬質ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管(FEP) 100mm m 1500 100 m 1,090.2
埋設標識ｼｰﾄ
敷設

1-257 埋設標識ｼｰﾄ材料 W150　ダブル m 454 埋設標識ｼｰﾄ 電力･通信･ｶﾞｽ用 幅150mm×長50m ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｸﾛｽ 2倍 水抜穴無 m 1 1 m 217.1

1-259 給電用マンホール設置 基 2 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 20t吊 日 1 59 個 7H 7 119 日 軽油 12.5

1-260 給電用マンホール材料 給電用マンホール、調整リング、鉄蓋、ベルマウス、衝撃防護管 式 1 組立式ﾏﾝﾎｰﾙ 調整ﾘﾝｸﾞ 600×150mm 個 6 1 式 1,420.9
給電用マンホール、調整リング、鉄蓋、ベルマウス、衝撃防護管 式 1 鋳鉄製ﾏﾝﾎｰﾙふた(下水道用) 有効径φ600mm T-25 浮上防止､かぎ付 組 2 1 式 766.3
給電用マンホール、調整リング、鉄蓋、ベルマウス、衝撃防護管 式 1 FEP用 ﾍﾞﾙﾏｳｽ 100mm 個 60 1 式 3.6

261 基礎砕石 RC-40 m2 11 再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ 40~0mm m3 0.12 1 m2 29.7

RC-40 m2 11 ﾊﾞｯｸﾎｳ･ｸﾛｰﾗ型 ﾊﾞｹｯﾄ容量･山積0.8(平積0.6)m3 日 0.007 1 m2 6.3H 6.3 100 軽油 23.8

床掘工 1-262 床掘工（管路部） m3 95 後方超小旋回ﾊﾞｯｸﾎｳ･ｸﾛｰﾗ型 ﾊﾞｹｯﾄ容量･山積0.45(平積0.35)m3 日 0.008 1 m3 6.3H 6.3 58 軽油 136.4

1-263 床掘工（マンホール部） m3 33 後方超小旋回ﾊﾞｯｸﾎｳ･ｸﾛｰﾗ型 ﾊﾞｹｯﾄ容量･山積0.8(平積0.6)m3 日 0.006 1 m3 6.3H 6.3 100 軽油 61.3
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埋戻工 1-264 埋戻工 m3 117 ﾊﾞｯｸﾎｳ ｸﾛｰﾗ型･山積0.8 m3(平積0.6 m3) 日 0.01 1 m3 6.3H 6.3 100 軽油 362.0

m3 117 振動ﾛｰﾗ･ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式 0.8~1.1t 日 0.019 1 m3 6.3H 6.3 6 ガソリン 39.7

m3 117 ﾀﾝﾊﾟ 質量60~80kg 日 0.003 1 m3 5.0H 5 5 日 ガソリン 5.2

運搬処理工 運搬 1-265 スクラップ陸上運搬 処理施設へ 式 1 ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 4t積2t吊 日 0.57 1 式 5.8H 5.8 33 軽油 58.2

1-266 スクラップ陸上運搬 処理施設へ 式 1 ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 4t積2.9t吊 日 1.26 1 式 5.8H 5.8 33 軽油 128.6

共通仮設 共通仮設費
回航・えい
航費

回航 1-267 回航費(被回航方式 作業船) 起重機船（非航旋回）250t吊 回 1 引船 鋼D1,000PS型(736kW) 式 1 1 回 4.7H 4.7 9128 式 A重油 27,669.7

運搬費 1-268 分解組立運搬 台 1 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 50t吊 日 1.5 1 回 7H 7 156 日 軽油 724.0

台 1 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 25t積 日 5.7 1 回 6.3H 6.3 113 軽油 1,992.8

台 1 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 11t積 日 11.4 1 回 4.7H 4.7 52 軽油 1,834.1

1-269 分解組立運搬 台 1 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 50t吊 日 4 1 回 7H 7 156 日 軽油 1,930.7

台 1 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 25t積 日 15.5 1 回 6.3H 6.3 113 軽油 5,419.1

台 1 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 11t積 日 31 1 回 4.7H 4.7 52 軽油 4,987.5

1-270 分解組立運搬 台 1 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 25t吊 日 1.5 1 回 7H 7 119 日 軽油 552.3

台 1 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 25t積 日 4.4 1 回 6.3H 6.3 113 軽油 1,538.3

台 1 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 11t積 日 8.8 1 回 4.7H 4.7 52 軽油 1,415.8

1-271 分解組立運搬 台 1 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 50t吊 日 3.1 1 回 7H 7 156 日 軽油 1,496.3

台 2 ﾄﾚｰﾗ 標準運転時間 25t積 日 8.7 1 回 6.3H 6.3 113 軽油 6,083.4

台 2 ﾄﾗｯｸ 標準運転時間 11t積 日 17.4 1 回 4.7H 4.7 52 軽油 5,598.9

安全費 安全対策 1-273 安全監視船(1) 式 1 安全監視船運転 就業8h ﾗﾝｸ1 FRP･D180PS型 運転6h 日 234 1 式 6H/8H 6 37 A重油 26,245.0

式 1 安全監視船運転 就業8h ﾗﾝｸ1 FRP･D260PS型 運転6h 日 234 1 式 6H/8H 6 53 A重油 37,594.2

1-274 安全監視船(2) 式 1 安全監視船運転 就業8h ﾗﾝｸ1 FRP･D260PS型 運転6h 日 84 1 式 6H/8H 6 53 A重油 13,495.3

本体工事 本体工 鋼杭工 先行堀削 先行掘削（海上）(7) 本 5 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40 m3 20.17 0.9 本 2,247.5
本 5 全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機 φ2000mm L=6m 日 1 0.9 本 6H 6 90 日 軽油 1,547.0
本 5 引船 鋼製･D500PS型(368kW)40GT 日 1 0.9 本 2H/8H 2 114 日 A重油 1,919.8
本 5 揚錨船 5t吊･D 日 1 0.9 本 4H/8H 4 125 日 A重油 2,105.1
本 5 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 油圧駆動ｳｲﾝﾁ･ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型80t吊 日 1 0.9 本 7H 7 77 日 軽油 1,323.5

先行掘削（海上）(8) 本 5 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40 m3 23.08 0.5 本 4,629.2
本 5 全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機 φ2000mm L=6m 日 1 0.5 本 6H 6 90 日 軽油 2,784.6
本 5 引船 鋼製･D500PS型(368kW)40GT 日 1 0.5 本 2H/8H 2 114 日 A重油 3,455.7
本 5 揚錨船 5t吊･D 日 1 0.5 本 4H/8H 4 125 日 A重油 3,789.1
本 5 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 油圧駆動ｳｲﾝﾁ･ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型80t吊 日 1 0.5 本 7H 7 77 日 軽油 2,382.4

先行掘削（海上）(9) 本 5 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40 m3 21.48 0.6 本 3,590.2
本 5 全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機 φ2000mm L=6m 日 1 0.6 本 6H 6 90 日 軽油 2,320.5
本 5 引船 鋼製･D500PS型(368kW)40GT 日 1 0.6 本 2H/8H 2 114 日 A重油 2,879.7
本 5 揚錨船 5t吊･D 日 1 0.6 本 4H/8H 4 125 日 A重油 3,157.6
本 5 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 油圧駆動ｳｲﾝﾁ･ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型80t吊 日 1 0.6 本 7H 7 77 日 軽油 1,985.3

先行掘削（海上）(10) φ2000mm 平均長L=4.02m 本 12 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40 m3 19.69 1.2 本 3,949.2
本 12 全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機 φ2000mm L=6m 日 1 1.2 本 6H 6 90 日 軽油 2,784.6
本 12 引船 鋼製･D500PS型(368kW)40GT 日 1 1.2 本 2H/8H 2 114 日 A重油 3,455.7
本 12 揚錨船 5t吊･D 日 1 1.2 本 4H/8H 4 125 日 A重油 3,789.1
本 12 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 油圧駆動ｳｲﾝﾁ･ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型80t吊 日 1 1.2 本 7H 7 77 日 軽油 2,382.4

先行掘削（海上）(11) 本 12 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40 m3 19.95 0.8 本 6,002.1
本 12 全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機 φ2000mm L=6m 日 1 1.1 本 6H 6 90 日 軽油 3,037.7
本 12 引船 鋼製･D500PS型(368kW)40GT 日 1 1.1 本 2H/8H 2 114 日 A重油 3,769.8
本 12 揚錨船 5t吊･D 日 1 1.1 本 4H/8H 4 125 日 A重油 4,133.6
本 12 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 油圧駆動ｳｲﾝﾁ･ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型80t吊 日 1 1.1 本 7H 7 77 日 軽油 2,599.0

先行掘削（海上）(12) 本 4 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40 m3 19.8 0.9 本 1,765.0
本 4 全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機 φ2000mm L=6m 日 1 0.9 本 6H 6 90 日 軽油 1,237.6
本 4 引船 鋼製･D500PS型(368kW)40GT 日 1 0.9 本 2H/8H 2 114 日 A重油 1,535.9
本 4 揚錨船 5t吊･D 日 1 0.9 本 4H/8H 4 125 日 A重油 1,684.1
本 4 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 油圧駆動ｳｲﾝﾁ･ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型80t吊 日 1 0.9 本 7H 7 77 日 軽油 1,058.8

先行掘削（海上）(13) 本 24 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40 m3 17.44 1.3 本 6,457.7
本 24 全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機 φ2000mm L=6m 日 1 1.3 本 6H 6 90 日 軽油 5,140.8
本 24 引船 鋼製･D500PS型(368kW)40GT 日 1 1.3 本 2H/8H 2 114 日 A重油 6,379.7
本 24 揚錨船 5t吊･D 日 1 1.3 本 4H/8H 4 125 日 A重油 6,995.3
本 24 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 油圧駆動ｳｲﾝﾁ･ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型80t吊 日 1 1.3 本 7H 7 77 日 軽油 4,398.2

土運船運搬(1) m3 1,051 押船 鋼製･D1300PS型(956kW)150GT 日 1 650 m3 2H/10H 2 296 日 A重油 1,450.8
土運船運搬(2) m3 68 押船 鋼製･D1300PS型(956kW)150GT 日 1 650 m3 2H/10H 2 296 日 A重油 93.9
石材陸揚げ(1) m3 1,051 ｸﾚｰﾝ付台船 80t吊 日 1.54 1000 m3 6H/8H 6 161 日 軽油 806.2

m3 1,051 引船 鋼製･D500PS型(368kW)40GT 日 1.54 1000 m3 2H/8H 2 114 日 A重油 559.3
石材陸揚げ(2) m3 68 ｸﾚｰﾝ付台船 80t吊 日 1.54 1000 m3 6H/8H 6 161 日 軽油 52.2

m3 68 引船 鋼製･D500PS型(368kW)40GT 日 1.54 1000 m3 2H/8H 2 114 日 A重油 36.2

鋼管杭 鋼管杭材料 φ1500 計123本 式 1 C工区・陸側 φ1500,t22　L=25.6m kg 102656 1 式 197,387.0
式 1 C工区・陸側 φ1500,t15　L=26.9m kg 73840.5 1 式 141,980.5
式 1 C工区・中間 φ1500,t20　L=28.2m kg 102930 1 式 197,913.8
式 1 C工区・中間 φ1500,t15　L=24.1m kg 66154.5 1 式 127,201.9
式 1 C工区・海側 φ1500,t16　L=30.5m kg 89365 1 式 171,831.0
式 1 C工区・海側 φ1500,t15　L=33.5m kg 91957.5 1 式 176,815.9

φ2000mm 平均長L=6.11m

φ2000mm 平均長L=5.39m

φ2000mm 平均長L=3.56m

φ2000mm 平均長L=5.49m

φ2000mm 平均長L=11.31m

φ2000mm 平均長L=8.77m
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式 1 A'工区・陸側 φ1500,t15　L=23.4m kg 154159.2 1 式 296,417.3
式 1 A'工区・陸側 φ1500,t15　L=29.0m kg 191052 1 式 367,354.8
式 1 A'工区・中間 φ1500,t17　L=25.8m kg 192571.2 1 式 370,275.9
式 1 A'工区・中間 φ1500,t15　L=26.5m kg 174582 1 式 335,686.3
式 1 A'工区・海側 φ1500,t15　L=33.6m 本 221356.8 1 式 425,624.9
式 1 A'工区・海側 φ1500,t15　L=26.9m 本 177217.2 1 式 340,753.2
式 1 A工区・陸側 φ1500,t15　L=35.9m 本 473018.4 1 式 909,519.8
式 1 A工区・陸側 φ1500,t15　L=16.5m 本 217404 1 式 418,024.4
式 1 A工区・中間 φ1500,t19　L=35.8m kg 596284.8 1 式 1,146,536.4
式 1 A工区・中間 φ1500,t19　L=16.5m kg 274824 1 式 528,431.6
式 1 A工区・海側 φ1500,t15　L=35.6m 本 469065.6 1 式 901,919.3
式 1 A工区・海側 φ1500,t15　L=24.9m 本 328082.4 1 式 630,836.8

鋼管杭荷卸し 本 123 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ ｵｰﾙﾃﾚｰﾝ･油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ･200~250t吊 本 60 1 日 7H 7 142 日 軽油 3,242,388.2
鋼管杭運搬(1) L=52.5m以下 本 82 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ ｵｰﾙﾃﾚｰﾝ･油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ･200~250t吊 日 0.2 8 本 7H 7 142 日 軽油 900.7

本 82 引船 鋼製･D600PS型(441kW)50GT 日 1 8 本 4H/8H 4 274 日 A重油 8,513.4
鋼管杭運搬(2) L=60.5m 本 15 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ ｵｰﾙﾃﾚｰﾝ･油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ･200~250t吊 日 0.2 8 本 7H 7 142 日 軽油 164.8

本 15 引船 鋼製･D1200PS型(883kW)100GT 日 1 8 本 4H/8H 4 548 日 A重油 3,114.7
鋼管杭運搬(4) 本 11 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ ｵｰﾙﾃﾚｰﾝ･油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ･200~250t吊 日 0.2 8 本 7H 7 142 日 軽油 120.8

本 11 引船 鋼製･D600PS型(441kW)50GT 日 1 8 本 2H/8H 2 137 日 A重油 571.0
鋼管杭運搬(5) 本 10 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ ｵｰﾙﾃﾚｰﾝ･油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ･200~250t吊 日 0.2 8 本 7H 7 142 日 軽油 109.8

本 10 引船 鋼製･D600PS型(441kW)50GT 日 1 8 本 2H/8H 2 137 日 A重油 519.1
鋼管杭運搬(6) 本 11 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ ｵｰﾙﾃﾚｰﾝ･油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ･200~250t吊 日 0.2 8 本 7H 7 142 日 軽油 120.8

本 11 引船 鋼製･D600PS型(441kW)50GT 日 1 8 本 2H/8H 2 137 日 A重油 571.0
鋼管杭運搬(7) 本 10 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ ｵｰﾙﾃﾚｰﾝ･油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ･200~250t吊 日 0.2 8 本 7H 7 142 日 軽油 109.8

本 10 引船 鋼製･D600PS型(441kW)50GT 日 1 8 本 2H/8H 2 137 日 A重油 519.1
鋼管杭運搬(3) L=64.0m 本 5 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ ｵｰﾙﾃﾚｰﾝ･油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ･200~250t吊 日 0.2 8 本 7H 7 142 日 軽油 54.9

本 5 引船 鋼製･D1200PS型(883kW)100GT 日 1 8 本 4H/8H 4 548 日 A重油 1,038.2

鋼管杭打設 鋼管杭打設(1) 本 5 杭打船 全旋回550t吊 油圧ハンマーIHC S-280 日 1 2.6 本 6H/8H 6 1700 日 A重油 9,910.0
本 5 揚錨船 15t吊･D 日 1 2.6 本 4H/8H 4 176 日 A重油 1,026.0

鋼管杭打設(2) 本 5 杭打船 全旋回550t吊 油圧ハンマーIHC S-280 日 1 2.8 本 6H/8H 6 1700 日 A重油 9,202.2
本 5 揚錨船 15t吊･D 日 1 2.8 本 4H/8H 4 176 日 A重油 952.7

鋼管杭打設(3) 本 5 杭打船 全旋回550t吊 油圧ハンマーIHC S-280 日 1 2.5 本 6H/8H 6 1700 日 A重油 10,306.4
本 5 揚錨船 15t吊･D 日 1 2.5 本 4H/8H 4 176 日 A重油 1,067.0

鋼管杭打設(4) 本 12 杭打船 全旋回550t吊 油圧ハンマーIHC S-280 日 1 3.8 本 6H/8H 6 1700 日 A重油 16,273.3
本 12 揚錨船 15t吊･D 日 1 3.8 本 4H/8H 4 176 日 A重油 1,684.8

鋼管杭打設(5) 本 12 杭打船 全旋回550t吊 油圧ハンマーIHC S-280 日 1 3.8 本 6H/8H 6 1700 日 A重油 16,273.3
本 12 揚錨船 15t吊･D 日 1 3.8 本 4H/8H 4 176 日 A重油 1,684.8

鋼管杭打設(6) 本 12 杭打船 全旋回550t吊 油圧ハンマーIHC S-280 日 1 3.2 本 6H/8H 6 1700 日 A重油 19,324.5
本 12 揚錨船 15t吊･D 日 1 3.2 本 4H/8H 4 176 日 A重油 2,000.7

鋼管杭打設(7) 本 24 杭打船 全旋回550t吊 油圧ハンマーIHC S-280 日 1 3.4 本 6H/8H 6 1700 日 A重油 36,375.6
本 24 揚錨船 15t吊･D 日 1 3.4 本 4H/8H 4 176 日 A重油 3,765.9

鋼管杭打設(8) 本 24 杭打船 全旋回550t吊 油圧ハンマーIHC S-280 日 1 3.9 本 6H/8H 6 1700 日 A重油 31,712.1
本 24 揚錨船 15t吊･D 日 1 3.9 本 4H/8H 4 176 日 A重油 3,283.1

鋼管杭打設(9) A工区海側杭φ1500 L=60.5m 本 24 杭打船 全旋回550t吊 油圧ハンマーIHC S-280 日 1 2.4 本 6H/8H 6 1700 日 A重油 51,532.1
本 24 揚錨船 15t吊･D 日 1 2.4 本 4H/8H 4 176 日 A重油 5,335.1

被覆石工 被覆石 瀬取り投入(二次投入方式) m3 4,445 被覆石 100~200kg/個 m3 1300 1000 m3 91,358.1
m3 4,445 ｸﾚｰﾝ付台船 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ150t吊 日 1.18 1000 m3 6H/8H 6 196 日 軽油 3,180.8
m3 4,445 引船 鋼製･D600PS型(441kW)50GT 日 1.18 1000 m3 2H/8H 2 137 日 A重油 2,178.2
m3 4,445 潜水士船 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 日 2.08 1000 m3 6H/8H 6 86 日 軽油 2,460.1

瀬取り投入(二次投入方式)(2) m3 1,678 被覆石 100~200kg/個 m3 1300 1000 m3 34,487.9
m3 1,678 ｸﾚｰﾝ付台船 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ150t吊 日 1.18 1000 m3 6H/8H 6 196 日 軽油 1,200.7
m3 1,678 引船 鋼製･D600PS型(441kW)50GT 日 1.18 1000 m3 2H/8H 2 137 日 A重油 822.3
m3 1,678 潜水士船 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 日 1.68 1000 m3 6H/8H 6 86 日 軽油 750.1

被覆均し 被覆均し(水中) m2 2,660 潜水士船 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 日 1 26.1 m2 6H/8H 6 86 日 軽油 27,118.1
m2 2,660 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ(排対1次) 油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型･吊上能力20t吊 日 1 26.1 m2 7H 7 100 日 軽油 31,532.7

被覆均し(水中)(2) m2 2,039 潜水士船 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 日 1 26.1 m2 6H/8H 6 86 日 軽油 20,787.2
m2 2,039 ｸﾚｰﾝ付台船 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ35~40t吊 日 1 26.1 m2 6H/8H 6 94 日 軽油 22,720.9
m2 2,039 引船 鋼製･D300PS型(221kW)25GT 日 1 26.1 m2 2H/8H 2 69 日 A重油 16,340.1

被覆均し(水中)(3) m2 1,408 潜水士船 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 日 1 21 m2 6H/8H 6 86 日 軽油 17,840.3
m2 1,408 ｸﾚｰﾝ付台船 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ35~40t吊 日 1 21 m2 6H/8H 6 94 日 軽油 19,499.9
m2 1,408 引船 鋼製･D300PS型(221kW)25GT 日 1 21 m2 2H/8H 2 69 日 A重油 14,023.7

被覆均し(水中)(4) m2 293 潜水士船 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 日 1 23.4 m2 6H/8H 6 86 日 軽油 3,331.7
m2 293 ｸﾚｰﾝ付台船 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ35~40t吊 日 1 23.4 m2 6H/8H 6 94 日 軽油 3,641.7
m2 293 引船 鋼製･D300PS型(221kW)25GT 日 1 23.4 m2 2H/8H 2 69 日 A重油 2,619.0

撤去工 鋼管杭撤去運搬 本 1 ｸﾚｰﾝ付台船 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ150t吊 日 0.76 6.7 本 6H/8H 6 196 日 軽油 68.8
本 1 潜水士船 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 日 0.76 6.7 本 6H/8H 6 86 日 軽油 30.2
本 1 揚錨船 鋼D10t吊 日 0.76 6.7 本 4H/8H 4 148 日 A重油 50.9
本 1 発電機 出力400kVA低騒音型 ﾗﾝｸ1 日 0.56 6.7 本 5H 5 300 日 軽油 77.6

鋼管矢板撤去運搬 本 4 ｸﾚｰﾝ付台船 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ150t吊 日 0.51 6.7 本 6H/8H 6 196 日 軽油 184.6
本 4 潜水士船 D180PS型(132kW)3~5t吊4.9GT 日 0.31 6.7 本 6H/8H 6 86 日 軽油 49.2
本 4 揚錨船 鋼D10t吊 日 0.51 6.7 本 4H/8H 4 148 日 A重油 136.6
本 4 発電機 出力400kVA低騒音型 日 0.31 6.7 本 5H 5 300 日 軽油 171.8

φ600 t=12mm L=15.2m

φ600 t=12mm L=15m

100～200kg/個10ｍ未満

100～200kg/個10ｍ以上20ｍ
未満

10ｍ未満平場部ラフテレーン
クレーン20ｔ吊

10ｍ未満法面部クレーン付台
船35～40ｔ吊

10ｍ以上15ｍ未満法面部ク
レーン付台船35～40ｔ吊

15ｍ以上20ｍ未満法面部ク
レーン付台船35～40ｔ吊

C工区海側杭φ1500 L=64.0m

A'工区陸側杭φ1500 L=52.4m

A'工区中間杭φ1500 L=52.3m

A'工区海側杭φ1500 L=60.5m

A工区陸側杭φ1500 L=52.4m

A工区中間杭φ1500 L=52.3m

L=60.5m Ａ工区海側鋼管杭21
本（11本積み）

L=60.5m Ａ工区海側鋼管杭21
本（10本積み）

L=60.5m Ａ工区海側鋼管杭21
本（11本積み）

L=60.5m Ａ工区海側鋼管杭21
本（10本積み）

C工区陸側杭φ1500 L=52.5m

C工区中間杭φ1500 L=52.3m

被覆・根固
工

構造物撤去
工

既設構造物撤
去
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工事区分
(レベル1)

工種
(レベル2)

種別
(レベル3)

細別
(レベル4)

積算要素
(レベル6)

規格・形状寸法 単位
数量
[A]

施工機械名称　等 規格・形状寸法 単位
数量
[B]

作業能力
[C]

単位 CO2排出量

L/日 種別 kg-CO2

摘要
燃料
[D]

運搬処理工 運搬 スクラップ運搬① 製品長12m超～15m以内 式 1 ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ 4t積2.9t吊 日 0.1 1 式 5.8H 5 33 日 軽油 10.2
スクラップ運搬② 製品長15m超 式 1 ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ 4t積2.9t吊 日 0.1 1 式 5.8H 5 33 日 軽油 10.2

共通仮設 共通仮設費 回航 回航費(被回航方式作業船) 台船2,000t積往路 回 1 引船 鋼D1,500PS型(1103kW) 式 1 1 回 6H 6 7011 日 A重油 21,252.4
回航費(被回航方式作業船) 台船2,000t積復路 回 1 引船 鋼D1,500PS型(1103kW) 式 1 1 回 6H 6 7011 日 A重油 21,252.4

運搬費 分解組立運搬 式 1 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 80t吊 日 3.4 1 回 7H 7 91 日 軽油 957.3
式 1 ﾄﾚｰﾗ 20t積 日 6 1 回 6.3H 6.3 113 日 軽油 2,097.7
式 1 ﾄﾗｯｸ 11t積 日 18 1 回 4.7H 4.7 52 日 軽油 2,896.0

分解組立運搬 式 1 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ(排対1次) 油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型･吊上能力25t吊 日 1.5 1 回 7H 7 119 日 軽油 552.3
式 1 ﾄﾚｰﾗ 25t積 日 3 1 回 6.3H 6.3 113 日 軽油 1,048.9
式 1 ﾄﾗｯｸ 11t積 日 6 1 回 4.7H 4.7 52 日 軽油 965.3

安全費 安全対策 安全監視船 現場海域 式 1 交通船 FRP･D70PS型 日 61 1 式 6H/8H 6 14 日 A重油 2,588.7
式 1 交通船 FRP･D70PS型 日 61 1 式 6H/8H 6 14 日 A重油 2,588.7

安全監視船 資材運搬 式 1 安全監視船 FRP･D260PS型 日 18 1 式 6H/8H 6 53 日 A重油 2,891.9
技術管理費② ボーリング ボーリング 2箇所 式 1 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ 油圧式･ 3.7kW級 (ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ) 日 2 1 式 6H 6 9 日 軽油 55.7

回航・えい
航費

オールケーシング掘削機（ス
キッド式）

クローラクレーン（80t吊）

建設機械器具
等運搬
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